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はしがき 

 
本報告書は、本学が 2014年度の文部科学省の大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）事業の「テ

ーマⅡ：学修成果の可視化」に採択され、これまで行ってきた数々の取組をまとめたものです。 

大学の教育は、これまで教員任せで教員自らが自分の授業に責任を持って行ってきました。授

業内容の良し悪しも教員自らの判断でなされ、授業の改善も自らなされていたことでしょう。そ

の判断は経験に基づくものであり、改善もある程度の妥当性はもっていたことでしょう。しかし、

それぞれの授業で、学生がどのような能力をどの程度伸ばしていたのかを明確に示すことはなさ

れてきませんでした。 

本学が取組んだＡＰ事業は、「学修成果の可視化」がテーマでした。学修の成果を目に見える形

にすることは、教育を行う上では必要なことでしょう。実際に行った教育の成果がわかるのであ

れば、それが授業の改善につながり、質の高い教育を提供することができるはずです。 

2018年に公表された中教審の答申「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」では、2040

年を見据えて、そこから逆算的に考え、必要とされる取組についての提言がなされました。 

その中では、「何を学び、身に付けることができたのか」という点に着目し教育課程の編成を行

い、学修の評価については、期末試験での評価で、学生が一斉に進級・卒業・修了するという学

年主義的・形式的なシステムではなく、個々人の学修の達成状況がより可視化されること、など

が「高等教育が目指すべき姿」として示されています。これらの内容は、本学のＡＰ事業で、こ

れまで６年間に亘り行ってきた数々の取組と重なるものでした。 

本学のＡＰ事業では、学修成果の可視化の観点から、主に次の３段階の全学的な教学マネジメ

ントの改善に取組みました。 

 第１段階では、人材育成の基本的事項の整理として、全学共通のＤＰ、ＣＰ、ＡＰの整備、シ

ラバスの改善に取組みました。第２段階では、学修成果の可視化によるＰＤＣＡサイクルの実行

として、授業外学修時間や授業満足度の調査、学修成果や学修目標を自己管理する「北九大教育

ポートフォリオシステム」の開発・運用等に取組みました。そして、第３段階では、学生の地域

での実践活動について、「実践活動力調査」、「多面評価」、「社会波及効果の測定」を実施し、実践

型教育における成長を可視化するための取組を行いました。 

本報告書には、上記の取組を含め、本学の６年間の事業内容が詳細に収められております。 

ただし、学修の成果とは何をもって成果とするのか、そしてそれを目に見える形の指標で示す

ことができるのかは大きな課題でした。本学の６年間の事業においてその課題が決して解決され

たわけではないでしょう。この課題は教育に携わる者が常に取組んでいくべきものでゴールがあ

るわけではありません。その課題意識をもって教育にあたることが大切なことだと思います。 

今、全国の大学及び高等専門学校は、様々な社会環境の変化に対応すべく、学びの質の向上に

努めておられることと思います。本報告書をご笑覧いただき、そうした取組に携わられている教

職員の方々の一助となれば幸いです。 

 

公立大学法人北九州市立大学 

 学長 松尾 太加志
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第１章 大学教育改革の流れ 

１.１ 大学教育再生加速プログラム実施の背景 

 

 国の競争優位をめぐるグローバルな競争は、産業構造や就業構造の高度化を生み出しながら、

高度で多様な人材を育成・供給する必要性をもたらしている。また少子化に基づく 18歳人口の減

少は学生確保をめぐる大学間競争を激化させ、教育の質保証や就職力の高さを基にした魅力を発

信することを大学に迫っている。こうした中、大学が社会に高度な人材を供給するためには、３

つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）

に基づきながら、教育プログラムを実効性のあるものにし、その検証を通した教育課程の質保証

を図る必要がある。併せて、学生の能力を自発的に引き出すために、自律的に徹底して学ぶこと

のできる教育環境を整備する必要がある。 

このような中で、平成 25(2013)年度の教育再生実行会議において教育方法の質的転換と、全学

的教学マネジメントの改善、多面的・総合的に評価・判定する大学入学者選抜への転換を主とす

る第３次および第４次の提言がなされた。教育方法の質的転換については、学生の能動的な活動

を取り入れた授業や学習法（アクティブ・ラーニング）や双方向の授業展開などが意図されてい

た。また、教学マネジメントの改善については、学生の学修時間の確保・増加、学修成果の可視

化、教育課程の体系化、組織的教育の確立などがあげられた。このような取組を行う大学に対し

て、国は重点的に支援する方針を打ち出したのである。当初はテーマⅠ（アクティブ・ラーニン

グ）、テーマⅡ（学修成果の可視化）、テーマⅢ（入試改革・高大接続）が設定され、学長を中心

とする強固なリーダーシップの下、事業実施が可能な大学・高等専門学校を中心として実施され

ることとなった。 

当初の公募条件を見ると、テーマⅠは、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学

習法を行うことにより、認知的能力、倫理的能力、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用

的能力の育成を図るものである。また、テーマⅡは、全学的教学マネジメントの改善またはそれ

を視野に入れた学部における教学マネジメントの改善を図るため、各種指標を用いて学修成果の

可視化を行い、その結果を基に教育内容・方法などの改善を行うものである。テーマⅢは、大学

入学者選抜について、意欲・能力・適性を多面的・総合的に評価・判定するものに転換する入試

改革の取組である。テーマⅢはさらに、高等学校関係者と大学関係者との間で互いの教育目標や

教育内容、方法について相互理解を図ること等により、高等学校教育と大学教育の連携を強力に

進める高大接続の取組も含んでいる。その後、テーマⅠとⅡの複合型、テーマⅢを入試改革と高

大接続に分離した結果、５つのテーマの公募となった。 

以上のテーマで、平成 26(2014)年度当初の予算規模は 10 億円で、最大５年間の補助期間が設

定され、支援開始から３年目に中間評価を、そして終了後に事後評価をすることが義務付けされ

た。補助についてはいわゆる２階建て方式が採用されており、大学が自ら改革する１階部分に、

国の支援する２階部分が乗る構造となっている。１階部分は、当大学の教育改革の状況が問われ

ることとなり、申請条件として、アドミッション・ポリシー等の設定・活用、シラバスの充実、

単位の過剰登録の防止（キャップ制）、全学でのＧＰＡの充実・利活用等があげられた。 

 申請件数は５つのテーマで 250 件となりそのうち 47 件が選定されることとなった。国公私立



第１章 大学教育改革の流れ 

１.１ 大学教育再生加速プログラム実施の背景 

 

 国の競争優位をめぐるグローバルな競争は、産業構造や就業構造の高度化を生み出しながら、

高度で多様な人材を育成・供給する必要性をもたらしている。また少子化に基づく 18歳人口の減

少は学生確保をめぐる大学間競争を激化させ、教育の質保証や就職力の高さを基にした魅力を発

信することを大学に迫っている。こうした中、大学が社会に高度な人材を供給するためには、３

つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）

に基づきながら、教育プログラムを実効性のあるものにし、その検証を通した教育課程の質保証

を図る必要がある。併せて、学生の能力を自発的に引き出すために、自律的に徹底して学ぶこと

のできる教育環境を整備する必要がある。 

このような中で、平成 25(2013)年度の教育再生実行会議において教育方法の質的転換と、全学

的教学マネジメントの改善、多面的・総合的に評価・判定する大学入学者選抜への転換を主とす

る第３次および第４次の提言がなされた。教育方法の質的転換については、学生の能動的な活動

を取り入れた授業や学習法（アクティブ・ラーニング）や双方向の授業展開などが意図されてい

た。また、教学マネジメントの改善については、学生の学修時間の確保・増加、学修成果の可視

化、教育課程の体系化、組織的教育の確立などがあげられた。このような取組を行う大学に対し

て、国は重点的に支援する方針を打ち出したのである。当初はテーマⅠ（アクティブ・ラーニン

グ）、テーマⅡ（学修成果の可視化）、テーマⅢ（入試改革・高大接続）が設定され、学長を中心

とする強固なリーダーシップの下、事業実施が可能な大学・高等専門学校を中心として実施され

ることとなった。 

当初の公募条件を見ると、テーマⅠは、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学

習法を行うことにより、認知的能力、倫理的能力、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用

的能力の育成を図るものである。また、テーマⅡは、全学的教学マネジメントの改善またはそれ

を視野に入れた学部における教学マネジメントの改善を図るため、各種指標を用いて学修成果の

可視化を行い、その結果を基に教育内容・方法などの改善を行うものである。テーマⅢは、大学

入学者選抜について、意欲・能力・適性を多面的・総合的に評価・判定するものに転換する入試

改革の取組である。テーマⅢはさらに、高等学校関係者と大学関係者との間で互いの教育目標や

教育内容、方法について相互理解を図ること等により、高等学校教育と大学教育の連携を強力に

進める高大接続の取組も含んでいる。その後、テーマⅠとⅡの複合型、テーマⅢを入試改革と高

大接続に分離した結果、５つのテーマの公募となった。 

以上のテーマで、平成 26(2014)年度当初の予算規模は 10 億円で、最大５年間の補助期間が設

定され、支援開始から３年目に中間評価を、そして終了後に事後評価をすることが義務付けされ

た。補助についてはいわゆる２階建て方式が採用されており、大学が自ら改革する１階部分に、

国の支援する２階部分が乗る構造となっている。１階部分は、当大学の教育改革の状況が問われ

ることとなり、申請条件として、アドミッション・ポリシー等の設定・活用、シラバスの充実、

単位の過剰登録の防止（キャップ制）、全学でのＧＰＡの充実・利活用等があげられた。 

 申請件数は５つのテーマで 250 件となりそのうち 47 件が選定されることとなった。国公私立

1



た授業外学修時間の確保と質の充実が必要である。また、実践型科目を全学部に整備し、学生個々

の成長の省察と、地域社会波及効果の測定・分析を行うことも重要である。こうした成果を踏ま

えて、授業改善の研修や教育カリキュラムの改正に活かしていくことが求められた。 

第３期中期計画（平成 29～令和４年度）は、引き続き大学教育再生加速プログラムの成果を活

かしつつ、教育の質保証を目指している。第３期中期経営計画は 18歳人口の減少フェーズに入る

にあたって、戦略的に取組む内容となっている。教育関連については、学生の受け入れに関わっ

て多面的・総合的な入試制度への転換、ステークホルダーから認められる教育の質保証、学位プ

ログラムとして教育課程の再整備（能動的学修（アクティブ・ラーニング）、事前・事後学修、イ

ンターンシップの単位化、社会人向け短期プログラムの提供等）があげられている。 

第３期の中期計画においては、「卒業後の社会との接続を踏まえて、ディプロ・ポリシーとカリ

キュラム・ポリシーを一体的・整合的観点から見直し、わかりやすいものにし、カリキュラムマ

ップ、カリキュラムツリーを再整備のうえ、学位プログラムとしての教育課程の再編を、平成 31 

年度を目途に行う」と明記している。そのため新カリキュラム（令和元(2019)年度～）策定に向

けて、全学組織として「３つのポリシー策定会議」を立ち上げ、従前の「３つのポリシー」がア

セスメントという観点からは運用しにくいという認識から改善を図ることが試みられた。学修成

果をまさに「見える化」するために、成果を計測可能にする３つのポリシーへ改善したのである。

大学教育再生加速プログラムを実施する中で、本学の３つのポリシーを見直す切っ掛けとなった

ことは、非常に意義深いものであった。 

令和元(2019)年度には、当プログラムの成果を活かしながら、新しく見直した３つのポリシー

に基づいて、新カリキュラムが実施されることとなった。 

 

表１ 本学における中期計画に関わる教育改革の流れ 

計  画  主な教育改革の内容 

第１期中期計画 

（平成17～22年度） 

・教育システムの整備：入学から就職まで一貫した教育システム 

・教育組織の再編・拡充（地域創生学群開設、学部学科・大学院再編、 

基盤教育センター設置、ビジネススクール開校） 

・FD（ボトムアップ型、教育改善への取組）の推進 

・学生支援体制の整備（学生プラザ、学生早期支援システム導入） 

第２期中期計画 

（平成23～28年度） 

・学位授与方針の明確化と教育課程の体系化（DP・CP策定・発信） 

・グローバル人材、地域人材、環境人材の養成（語学力育成、副専攻、 

 環境 ESD開講） 

・３つの教育補助事業の獲得（文部科学省補助事業） 

① 経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援 

② 大学間連携共同教育推進事業「まちなか ESDセンターを核とした

実践的人材育成 

③ 大学教育再生加速プログラム「学修成果の可視化」 

・新図書館整備（アクティブ・ラーニング機能の強化） 

大学で 39大学、短期大学で４大学、高等専門学校で４校の合計 47校となった。この５つのテー

マは平成 28(2016)年度から、テーマⅠ（アクティブ・ラーニング）、テーマⅡ（学修成果の可視

化）、テーマⅠ・Ⅱ複合型、テーマⅢ（入試改革・高大接続）、テーマⅣ（長期学外学修プログラ

ム＜ギャップイヤー＞）、テーマⅤ（卒業時における質保証の取組の強化）の６つとなり、取組内

容の普及を図り、成果の活用を促進するため、「高大接続改革推進事業」が開始された。本学は、

テーマⅡ「学修成果の可視化」に採択されるとともに、幹事校として他７校と連携し、「学修成果

の可視化」あり方検討会議を設置して情報交換、シンポジウム開催、実績報告書やパンフレット

の発行などに取組んだ。 

 

 １.２ 本学中期経営計画と大学教育再生加速プログラムの役割 

 

 本学が大学教育再生加速プログラムに応募するにあたって、課題として認識していたことは、

「地域に根差し、時代をリードする人材の育成と知の創造」を目指すということである。そのた

めには、実社会において有用な知識とスキルを身に付ける必要があり、学生が社会の動向を的確

に察知しつつ、社会に求められる人材へと成長できる教育プログラムの整備が必要であった。こ

うした課題への対応は、数次にわたる中期計画の実施と密接な関連を持っている。 

 本学は、平成 17(2005)年度に地方独立行政法人へと移行し、第１期の中期計画（平成 17～22年

度）を策定したうえで「時代が求める教育組織の再編と拡充期」という位置づけをもとに教育組

織の充実を図った。基盤教育センターの設置や地域創生学群の開設に取組むとともに、学部・学

群の創意工夫を基にボトムアップ型のＦＤ活動を推進していった。この他、学生支援体制の整備、

外部資金獲得促進、地域貢献の強化充実、キャンパス環境の整備等が取組まれた。この時期の取

組は地域創生学群を中心として、フィールド活動を重視しながら学生の自主的学修活動へ教育体

制が移行していくものであった。 

 大学教育再生加速プログラムと関わりが深いのは、次の第２期中期計画（平成 23～28年度）で

あった。この計画は、「選ばれる大学への質的成長期」という位置づけの下、グローバル教育・Ｅ

ＳＤ教育・教育の質保証体制の構築、研究基盤の充実を目指した。この時期に、①学位授与方針

の明確化と教育課程の体系化（ＤＰ、ＣＰ、ＡＰの策定・発信）、②グローバル人材、地域人材、

環境人材の養成、③３つの教育補助事業（文部科学省補助事業）の獲得、④大学院教育の改善、

⑤研究機能・基盤の強化、⑥地域貢献の推進、⑦国際化の推進、⑧新図書館整備などが実施され

たのである。 

このうち、③の教育補助事業獲得候補の１つとして、大学教育再生加速プログラム（「学修成果

の可視化」）がターゲットになったのである。（他は「経済社会の発展を牽引するグローバル人材

育成支援」「大学間連携共同教育推進事業（まちなかＥＳＤを核とした実践的人材育成）」である。）

この事業に応募することを通して「地域に根差し、時代をリードする人材の育成と知の創造」と

いう目的を達成しようとしたのである。 

目的を実現するためには、ＤＰと密接な関連を持って、卒業時に身に付けておくべき能力を明

確化すること、学生自身や教員が入学時点からそのことを認識し、計画的・効率的に実社会で有

用な知識とスキルを身に付けるシステムを構築することが重要である。そのためには必要に応じ
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 北九大教育ポートフォリオシステムについても継承すべき資産と考える。北九大教育ポートフ

ォリオシステムの主な機能は、①学修成果の可視化機能で、ＤＰに関わる能力等の修得状況をＤ

Ｐポイントとして数値化し、そのデータに基づいて学生一人ひとりの学修成果の可視化を図るこ

と、②学修成果に関する省察機能であり、学生が期間ごとに学位授与方針で身につけるべき能力

について省察することができるものである。とくに実習活動での適用が考えられる。 

 学生活動実績認定シートは、ＡＰ事業が、入口（入学）から出口（卒業）までの質保証を伴っ

た大学教育の実現に向けた取組を重視する形で改めて位置付けられたことを受け、平成 28(2016)

年度から新たに取組み始めた事業である。平成 29(2017)年度以降の本格的なシステム開発に先立

ち、システムの仕様設計（開発設計書の作成）を進め、現状ではある程度の完成した形となった。

しかしその運用については、なお改善すべきところがあり、当面は試験的運用に留まることにな

りそうである。 

 以上の取組が本事業での大きな成果であることは間違いないが、それぞれなお一層の改善が必

要であろう。本学は第４期の中期計画策定に取り掛かる時期にきているが、その中に本事業で培

った教育改革の考え方、開発した事業やツール、ノウハウなどを活かして、より充実した大学教

育の改革に活かしていくことを望むものである。 

  

第３期中期計画 

（平成29～令和4年

度） 

・＜学生の受入＞多面的・総合的な入試制度への転換 

・＜教育内容・方法＞ステークホルダーから認められる教育の質保証／ 

学位プログラムとして教育課程の再整備（能動的学修（アクティブ・

ラーニング）、事前・事後学修、インターンシップの単位化、社会人向け 

短期プログラムの提供 等） 

・＜学部学科等再編＞入試改革を機に、強みを生かした学部学科等再編

（社会ニーズを踏まえた魅力ある学部学科のラインアップ） 

・＜学生支援＞多様な特性を持った学生への適切な支援 

・＜就職支援＞自律的なキャリア形成能力の育成／就職に強い大学への 

厚い信頼の構築 

 

 １．３ 大学教育再生加速プログラムの終了後の方向性  

 

 教育改革は実績とその評価、改善を行うＰＤＣＡサイクルの絶え間ない取組である。評価をす

る際に、「学生が何を身に付けたのか」というＤＰの観点を重視しながら、諸々の成果指標を客観

的に分析することは重要であり、同時に評価に耐えうる指標開発を改善していくことはより大切

なことである。この原則に則れば、大学教育再生加速プログラムを実施し、そのツールを継承し

ていくことは本学にとっても重要な資産となっていくことは間違いない。 

 教育改善にあたっては中間評価や毎年度に行われている外部評価のコメント等でご指摘いただ

いた諸点を、地道に改善していく作業が必要である。年度を追うごとにアンケートやポートフォ

リオの開発など、限られた予算の中で創意工夫を行い、良好な評価をいただいてきた。その中で

は、事前・事後学修に関わる指標や定義の厳格化、シラバスにおけるその記載については引き続

き努力が必要とされることとなっている。 

 事前事後学修時間については目標達成が困難な状況となっているが、これを全学的に計測する

体制を整えたことは大きな意義がある。今後は講義の達成目標の明確化、学修成果の厳格かつ客

観的な評価や自己学習をもたらすモチベーションの喚起などによって創意工夫を積み重ね、あわ

せて講義やゼミなどを通して、学生に対する啓発を進めていくことが肝要であると考える。 

 シラバス記載については、中間報告書（平成 29(2017)年度、p.５）に記載している通りに、「す

べての科目に『事前・事後学修』の内容を明記することについて全学的な了解を得た。そして、

シラバスへの記載の仕方については、新たに『事前・事後学修』欄を設けることで 合意を得たが、

システム改修にかかる時間・予算などの都合のため、平成 27年度に作成する平成 28年度シラバ

スに限り特別な対応をとるとともに、翌年度の予算化の方針が確認された。平成 28年度シラバス

については、既に設定されている『履修上の注意』欄に必ず事前・事後学修の内容について明記

すること」とした。しかしながらシステム改修の時期が遅れたため、新たなシラバスシステムの

もとで運用していくには、なお数年を要することとなるため、既存のシステム内で対応せざるを

得ない状況となっているが、書式上独立した「事前・事後学修」の記載欄を設ける形式となって

いる。また、既に次期システムの基本設計には取組んでおり、当事業の基本的な考え方は十分活

かせるものとなる予定である。 
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 １．３ 大学教育再生加速プログラムの終了後の方向性  
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得ない状況となっているが、書式上独立した「事前・事後学修」の記載欄を設ける形式となって

いる。また、既に次期システムの基本設計には取組んでおり、当事業の基本的な考え方は十分活
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 ２．２ テーマⅡ「学修成果の可視化」について 

 

テーマⅡ（学修成果の可視化）では、高等教育の全学的な教育改善と教育質保証を図るため、

各種指標や学修記録システムを活用した、学修成果の可視化に取組んでいる。学修成果の可視化

により、高等教育機関の教育改善の取組を展開するとともに、学生による自己マネジメントも推

進することが期待されている。 

本テーマは、平成 26(2014)年度に始まり８校（※）の高等教育機関が支援を受けながら、学修

成果の可視化を通した教育改善に取組んでいる。具体的には、必要とされる知識・能力の達成目

標を設定し、学生の能力を測定する仕組みの構築（測定指標の開発・測定）や、ルーブリックの

導入、ポートフォリオシステムによる学修の自己管理などに取組んでおり、得られた各種データ

は全学的な教育改善のための取組（ＦＤ研修・学生面談など）に活用され、教職員・学生の意識

改革に活用できる仕組みが作られている。 

また、平成 28(2016)年度からはテーマ II 採択校のネットワーク作りや各校の取組の底上げを

図るため、テーマ II 全校参画型の会議開催や、テーマⅤとの共同シンポジウムの開催に取組ん

だ。 

 

 

 

・阿南工業高等専門学校 

・北九州市立大学 ＊ 

・東京女子大学 

・富山短期大学 

 

・新潟工科大学 

・八戸工業大学 

・福岡歯科大学 

・横浜国立大学 

（＊は幹事校） 

 

 

 

  

（※）ＡＰ事業・テーマⅡ採択校（８校） 

第２章 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）事業 

 ２．１ 大学教育再生加速プログラムとは 

 

 大学教育再生加速プログラム（Acceleration Program for University Education Rebuilding: 

ＡＰ）は、国として進めるべき大学教育改革を一層推進し、教育再生実行会議等で提言された方

針に合致した先進的な取組を実施する大学等を支援することを目的に、文部科学省が平成

26(2014)年度から開始した補助事業である。ＡＰ事業では、課題発見・探求能力・実行力といっ

た「社会人基礎力」や「基礎的汎用的能力」などの社会人として必要な能力を有する人材を育成

するために、“教育内容の充実”や”学生が徹底して学ぶことのできる環境の整備”に関して取組

んでいる。 

 大学教育においては、各大学において一貫性をもって策定された３つのポリシー（卒業認定・

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、

入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー））の下、高等学校段階で培われた「学力の 3要

素」を更に発展・向上させる視点に立ち、社会と連携しながら、教育内容、学習・指導方法、評

価方法等の質的転換を図ることが求められている。 

 このことを踏まえ、ＡＰ事業は平成 28(2016)年度から「テーマⅠ：アクティブ・ラーニング」、

「テーマⅡ：学修成果の可視化」、「テーマⅠ・Ⅱ複合型」、「テーマⅢ：入試改革・高大接続」、「テ

ーマⅣ：長期学外学修プログラム（ギャップイヤー）」、「テーマⅤ：卒業時における質保証の取組

の強化」の６つのテーマにおける取組内容を普及・成果の活用を一層促進するため「高大接続改

革推進事業」を開始した。「高大接続改革推進事業」は、令和元(2019)年度までを補助期間として、

現在は、全国で 77校が採択テーマを軸に、入口（入学）から出口（卒業）まで質保証の伴った大

学教育の実現に向け、様々な取組を行っている。 
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課であったが、平成 29(2017)年度から教学マネジメントと歩調を合わせるため、学務第一課に担

当事務局が変更された。ＡＰ事業は、各部局にとどまらず、全学的な教学マネジメントに直接的

に関わってくるため、大学全体としてオーソライズする体制が必要不可欠である。そのため、平

成 26(2014)年度より大学教育再生加速プログラム運営委員会を設置し、ＡＰ推進室で検討された

様々な企画が、同委員会にて議決され、最終的に本学の教育・研究における最高意思決定機関で

ある教育研究審議会で全学的な承認を得るという体制構築を行った。 

以上により、各学部・学科のみならず、本学における教学マネジメント体制の基本的な形態が

構築されることとなった。 

 

３．１．２ 学修成果の可視化に向けての具体的な取組 

 学修成果の可視化に向けて、授業外学修時間や大学授業全体満足度の測定、北九大教育ポート

フォリオシステムの開発と運用を行った。 

授業外学修時間、大学授業全体満足度の調査を行い、ＰＤＣＡを展開することがＡＰ事業の基

礎要件となっている。この調査の目的は、学生の授業外学修時間を把握しそれを促進することと、

授業全体の満足度を測定することで、教学マネジメントにそのデータ、現状を活かすことである。

特に、本学では授業外学修時間を週 15時間にすることが目標とされ、ＡＰ事業としては力点を置

いて取組んできた。 

また、学修成果を可視化するために「北九大教育ポートフォリオシステム」を開発し令和元

(2019)年 10 月より運用を開始した。また、全学展開する機能の実装に先立って、平成 28(2016)

年度より地域創生学群を対象に組織別機能を運用開始した。地域創生学群においては地域におけ

る実習活動の経験を蓄積することや、経験からの振り返りなどをポートフォリオ上で行っている。

また、その記録が担当教員との面談時の参考資料として活用している。 

 

３．１．３ 実践型教育における学修成果の可視化に向けての取組 

本学は、地域に根差した実践型教育に力を入れている。例えば、地域創生学群や、国際環境工

学部、地域共生教育センター(421Lab.)、まなびとＥＳＤステーションなどでの授業、実習、活動

が挙げられる。しかし、これまでこうした教育活動に参加した学生の成長や成果を把握する指標

が必ずしも明確に定まっているわけではないことが課題とされていた。そこで、ＡＰ事業を通じ

て、本学独自の実践型教育における評価指標を作成し、この指標に基づいた、「実践活動力の測定」

「多面評価」「社会波及効果の測定」と、これらの結果のフィードバックを行った。 

実践活動力指標の開発と実施は、学生の地域活動における諸能力の伸長を測定するための評価

指標として「実践活動力」を平成 27(2015)年度に開発した。この指標の開発にあたっては、地域

創生学群設置以来活用していた 30項目からなる「地域創生力」を基盤として、地域創生学群生、

421Lab.の事業に参加している学生、国際環境工学部生に対する調査を実施した。「地域創生力」

30 項目は因子分析（主因子法、プロマックス回転）の結果、５因子 23 項目が抽出された。全学

で行われる実践型教育活動で評価することが期待されるため、名称を「実践活動力」と改めるこ

ととなった。実践活動力は、コミュニケーション力、課題発見力、計画遂行力、自己管理力、市

民力からなる。 

第３章 北九州市立大学におけるＡＰ事業の取組 

３.１ 北九州市立大学におけるＡＰ事業の概要 

 

 

 

３．１．１ ＡＰ事業推進体制の構築 

ＡＰ事業の基礎要件として、３つのポリシーの整備が求められていた。本学では平成 25(2013)

年度に行った新カリキュラムの導入時に、アドミッション・ポリシー（ＡＰ）、カリキュラム・ポ

リシー（ＣＰ）、ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）の体系的な整備を行い、ディプロマ・ポリシーと

して、Ⅰ自ら立つ力、Ⅱ異文化と交わる力、Ⅲ未来を創り実践する力、Ⅳチームで協働する力、

の４つを設定していた。その後、ＡＰ事業の採択に際して、平成 27(2015)年度に全学的なアドミ

ッション・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの整備を行った。 

また、シラバスの整備も基礎要件であった。すべての科目のシラバスにおいてそれぞれの履修

に際して求められる「事前・事後学修」について記載する旨が要請されていたため、まず「履修

上の注意」欄への明記を求め、シラバス作成マニュアルにて説明することとした。その後、平成

29(2017)年度のシラバスにおいては書式上独立した「事前・事後学修」の記載欄が設けられた。 

 加えて、本学内でＡＰ事業の推進を円滑に進行していくために、組織づくりも重要なポイント

であった。そこで、ＡＰ推進室、ＡＰ運営委員会の設置を行った。平成 26(2014)年 8月から学内

の体制整備が行われた。新たに「大学教育再生加速プログラム推進室（通称：ＡＰ推進室）」を設

置して、課題等を確認しながら事業の推進を支えてきた。当初の担当事務局は、地域・研究支援
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第３章 北九州市立大学におけるＡＰ事業の取組 

３.１ 北九州市立大学におけるＡＰ事業の概要 

 

 

 

３．１．１ ＡＰ事業推進体制の構築 

ＡＰ事業の基礎要件として、３つのポリシーの整備が求められていた。本学では平成 25(2013)

年度に行った新カリキュラムの導入時に、アドミッション・ポリシー（ＡＰ）、カリキュラム・ポ

リシー（ＣＰ）、ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）の体系的な整備を行い、ディプロマ・ポリシーと

して、Ⅰ自ら立つ力、Ⅱ異文化と交わる力、Ⅲ未来を創り実践する力、Ⅳチームで協働する力、

の４つを設定していた。その後、ＡＰ事業の採択に際して、平成 27(2015)年度に全学的なアドミ

ッション・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの整備を行った。 

また、シラバスの整備も基礎要件であった。すべての科目のシラバスにおいてそれぞれの履修

に際して求められる「事前・事後学修」について記載する旨が要請されていたため、まず「履修

上の注意」欄への明記を求め、シラバス作成マニュアルにて説明することとした。その後、平成

29(2017)年度のシラバスにおいては書式上独立した「事前・事後学修」の記載欄が設けられた。 

 加えて、本学内でＡＰ事業の推進を円滑に進行していくために、組織づくりも重要なポイント

であった。そこで、ＡＰ推進室、ＡＰ運営委員会の設置を行った。平成 26(2014)年 8月から学内

の体制整備が行われた。新たに「大学教育再生加速プログラム推進室（通称：ＡＰ推進室）」を設

置して、課題等を確認しながら事業の推進を支えてきた。当初の担当事務局は、地域・研究支援
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３．１．５ 「高大接続改革推進事業」に関する取組 

平成 28(2016)年度より、ＡＰ事業は「高大接続改革推進事業」として位置付けられ、事業期間

が１年伸長された。本学は、テーマⅡの幹事校として採択を受け、テーマⅡ全体の方向性を確認

する「学修成果の可視化あり方検討会議」、報告書作成等の実務面のやり取りを行う「実務担当

者会議」、ＡＰ事業の成果報告を行う「シンポジウム開催」などを担当した。 

 また、本学内での取組として、学生活動実績認定シートの開発と発行を行った。ＡＰ事業が、

入口（入学）から出口（卒業）までの質保証を伴った大学教育の実現に向けた取組を重視する形

で改めて位置付けられたことを受け、平成 28(2016)年度から新たに取組み始めた事業である。学

部生に対し大学、大学が認定した記録として、ＤＰポイント、副専攻等の履修、取得資格、留学・

語学研修、実践型教育活動の実績、特記事項、インターンシップの実績を表示し、学長名で発行

する仕組みを構築した。 

 

３．１．６ 外部評価 

ＡＰ事業が採択を受けた平成 26(2014)年度より毎年度外部評価を実施している。評価委員には、

学修成果の可視化や学生の実践教育に精通した５名の先生方にご担当いただき、ＡＰ事業の進捗

評価にとどまらず、全学的な教学マネジメント推進に大きな示唆をいただく場となってきた。 

 

また、実践活動における学生の能力伸長をより多角的に測定するために、多面評価システムを

構築した。これは、学生自身の自己評価だけでなく、プロジェクトメンバー、地域の方といった

多面的な評価を実施することで、評価の客観性・透明性・納得性等の精度を高めることを試みた。

自己評価と同様のアセスメントを、プロジェクトに所属する他の学生数名に実施する。地域活動

の受け入れ先担当者からは、学生個々人の能力評価は、評価できるほどの接点を学生と地域の受

け入れ担当者の間で持っていないことも想定されたことと、評価の負担の大きさから、活動チー

ム全体への評価をいただくこととした。個人評価、他者評価、そして地域からの評価をＡＰ推進

室にてとりまとめて集計し、地域創生学群の実習担当教員を通じて、本人や実習チームにフィー

ドバックする仕組みを構築した。 

社会波及効果測定を実施した。本学は、地域創生学群では約 300名、地域共生教育センターで

は約 400名が、地域の課題解決に向けて活動している。それらの学生がどのようなインパクトを

地域社会に対して生み出しているのかについて測定することは、積年の課題であった。ＡＰ推進

事業の採択を受け、その測定について取り掛かることとなった。 

測定方法は、第Ⅰ階層（協働者：学生と共に活動を協働する地域の方、地域の受入団体の方な

ど）へのヒアリング、第Ⅱ階層（参加者：イベント来場など何らかの形で地域活動に参加、関与

する方）へのアンケート、 第Ⅲ階層（一般の方：北九州市内に在住の一般の方、）へのウェブ調

査の３階層に対象を区分し、調査を実施した。 

 

３．１．４ 全学的な教育改善に向けての取組 

ＡＰ事業ではＦＤ活動を積極的に展開した。ＡＰ事業の取組の成果を教育改善につなげるべく、

平成 28(2016)年度より毎年、ＡＰ事業の一環としてのＦＤ研修を開催した。内容としては、ＡＰ

事業の進捗に関する報告、学修行動調査の結果の報告、外部講師による講演などである。 

 また、ＡＰ事業では、その成果を学内外に広く周知することが求められている。本学では、学

修成果の可視化におけるプロセスや成果が、教員のみならず、学生、地域の方々にも関係するた

め、教員や大学関係者だけの参加にとどまらないことを意識しつつ、平成 27(2015)年度、平成

28(2016)年度にフォーラムを開催した。 

 また、ＡＰ事業開始からの内容を踏まえた中間報告書を平成 28(2016)年度に作成した。事業目

標と成果、見えてきた課題を明確化し、事業の完遂に向けた整理を行うとともに、関係者へ配布

し、周知を図った。 

 一方、学内における広報活動にも力を注いだ。平成 26(2014)年度に、学内外への広報媒体とし

て「事業紹介パンフレット」をシンプルでわかりやすい用語を用いて作成した。学生に対するＡ

Ｐ事業の周知徹底や、学修行動調査などの手続きについて学生に理解してもらうために、学生向

けの配布物を作成した。オリジナルＨＰは学内外への広報媒体として平成 26(2014)年度に制作し、

随時更新を行っている。また、平成 27(2015)年度より、学内広報紙として「えいぴー通信」を発

行し、全教員へ配布。学内設置やＨＰへの掲載を通じて、ＡＰ事業の周知を図った。 
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の接続を踏まえて、ＤＰとＣＰを一体的・整合的観点から見直し、わかりやすいものにし、カリ

キュラムマップ、カリキュラムツリーを再整備のうえ、学位プログラムとしての教育課程の再編

を、平成 31年度を目途に行う」と明記されている。 

そして、令和元(2019)年度に始まった新カリキュラムに向けて、全学組織として「３つのポリ

シー策定会議」を立ち上げている。これは現行の本学の「３つのポリシー」が、すでに出来上が

っていたカリキュラムを踏まえて策定せざるを得なかったことをもとに、また、アセスメントと

いう観点からは運用しにくいという認識に立ってのことである。 

新しい全学の「３つのポリシー」を先行して定め、各学部・学科等で定めるＤＰを踏まえつつ

ＣＰと新カリキュラム、そしてＡＰが策定されることになる。 

 

３.２.２ シラバスの整備 

大学教育再生加速プログラムの採択の前提として、すべての科目のシラバスにおいてそれぞれ

の履修に際して求められる「事前・事後学修」について記載する旨が要請された。 

それまで、本学においてはシラバスへの記載事項として「事前・事後学修」については取り決

めを行っていなかった。教務部委員会を中心として協議を行い、まず、今後すべての科目に「事

前・事後学修」の内容を明記することについて全学的な了解を得た。そして、シラバスへの記載

の仕方については、新たに「事前・事後学修」欄を設けることで合意を得たが、システム改修に

かかる時間・予算などの都合のため、平成 27(2015)年度に作成する平成 28(2016)年度シラバスに

限り特別な対応をとるとともに、翌年度の予算化の方針が確認された。平成 28(2016)年度シラバ

スについては、既に設定されている「履修上の注意」欄に必ず事前・事後学修の内容について明

記することとした。 

この変更に合わせて、シラバス作成マニュアル、

シラバスチェックマニュアルを改訂するとともに、

教授会等の場を通じて周知を図った。さらに、従来

から本学において行われているチェック委員によ

る全シラバスのチェックにおいて、この変更を特に

注意すべきチェック事項とした。その結果、求めら

れたすべての科目におけるシラバスでの「事前・事

後学修」内容の記載を実現した。 

平成 28(2016)年度には、前年度予算化したシラバ

スシステムの改修が行われ、平成 29(2017)年度シラ

バスにおいては書式上独立した「事前・事後学修」

の記載欄が設けられた。合わせて、各種マニュアル

等も整備され、安定した運用ができる体制が構築さ

れた。以後、マニュアルの記入例を充実するなど継

続的な運用の向上を行っている（資料１－１）。 

外部評価委員からは、より詳しい授業回毎の事前・事後学修内容をシラバスに記載するよう指

摘されているが、この点についてはいまだ着手できていない。  

３.２ 実施体制の整備 

 

３.２.１ ３つのポリシー（ＡＰ、ＣＰ、ＤＰ）の整備 

（１）大学全体の学士課程としてのＣＰとＡＰの策定 

 

 
図１ ３つのポリシー体系的整備 

 
本学では、全国的に見ても比較的早い時期（平成 25(2013)年度カリキュラム導入時）に、学位

授与の単位である学科等を中心として、ＤＰ（ディプロマ・ポリシー）、ＣＰ（カリキュラム・ポ

リシー）、ＡＰ（アドミッション・ポリシー）の体系的整備を行った。 

特に策定当初はＤＰの充実に力を入れ、本学学士課程の学位授与方針の基本として以下の４つ

の力の修得を掲げている。 

Ⅰ 自ら立つ力 

Ⅱ 異文化と交わる力 

Ⅲ 未来を創り実践する力 

Ⅳ チームで協働する力 

そのうえで、学位授与を行う単位である各学科・学類においては、この４つの力を基礎とする

共通する 14のＤＰ項目に関して、それぞれの教育課程の特色を出したＤＰを定めた。その後、こ

の学科等ＤＰと整合性を保つ形で、学科等のＣＰとＡＰが定められた（図１）。 

大学教育再生加速プログラムの採択に際して、大学全体の学士課程としての（以下全学）ＣＰ
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察機能では（図４）、学生は観点別に科目毎の単位修得状況を確認できるとともに、その

結果に基づき、期間ごとに学位授与方針で身につけるべき能力について省察することがで

きる。これらの２つの機能は全学で利用可能である。 

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 北九大教育ポートフォリオシステム 学修成果の可視化機能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 北九大教育ポートフォリオシステム 学修成果の省察機能 

３.３ 学修成果の可視化に向けての具体的な取組 

 

３.３.１ 北九大教育ポートフォリオシステムの開発と運用 

（１）開発の概要 
本学では、学位授与方針（ＤＰ）にて４つの観点（①知識・理解、②技能、③思考・判断・表

現、④関心・意欲・態度）を設定している1。北九大教育ポートフォリオシステムは、観点別に学

生の能力等の修得状況を段階的に測定することで学生の学修成果の可視化を図り、学生自身がそ

の可視化された情報に基づいて自分の学修に関する省察を行うシステムである。 

学生が入力した情報は在学中蓄積され、学期末・年度末の振り返りの資料のみならず、就職活

動時の自己分析や自己ＰＲ用の素材として活用することができる。教員は、学生の学修成果を確

認し、学修成果の振り返りに対してフィードバックを与えることができる。また、本システムを

活用することで、本学が提供するカリキュラムや授業の問題点を見出すためのデータや評価デー

タを蓄積することが可能となり、学生支援及び教育改善におけるＰＤＣＡサイクルの確立に寄与

することが期待される。 

北九大教育ポートフォリオシステムは、平成 27(2015)年度にポートフォリオシステムとして有

名なオープンソースソフトウェア「Mahara」をベースとして開発をスタートした。既存のシステ

ムやデータベースとの連携を図るため、標準機能で不足している機能については本学独自または

業務委託により開発した（図２）。 

 

 
図２ 北九大教育ポートフォリオシステム 概念図 

 
（２）北九大教育ポートフォリオシステムの主な機能 
  ① 学修成果の可視化・省察機能【全学共通機能】 

 学修成果の可視化機能では（図３）、学生が自分自身の履修状況（単位修得状況、ＧＰ

Ａ）と学修成果について確認できる。学修成果では、本学学生が卒業時に身につけている

べき標準的な能力を 100として、各年度の観点別に関わる能力等の修得状況を数値化し

て、観点別に比較できるようにレーダーチャートにて図示している。また、学修成果の省

 
1 令和元(2019)年度入学生より、５つの観点（①知識、②技能、③思考・判断・表現力、④コミ

ュニケーション力、⑤自律的行動力）を設定している。 
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 この機能では、学生が様々な形で学修の記録を残せるようになっている。そして、これらを必

要に応じて担当の教員が閲覧できるようにすることで学生の学修状況の把握、日々の教育活動の

展開、気づきのフィードバックなどを行えるようにしている。 

 運用にあたっては、地域創生学群がこれまで紙ベースで実施していたポートフォリオの作成を

北九大教育ポートフォリオシステム上に移行して実施した。平成 28(2016)年度に地域創生学群に

おいて、教員、学生に対するシステムガイダンスを行った。また、ＦＤ研修を実施し、全学教員

へ北九大教育ポートフォリオシステムの概要について説明した。平成 29(2017)年度以降は、地域

創生学群 1年生対象の必修科目内において、ポートフォリオの記入方法等の説明をした上で、設

定した年間スケジュールに沿って記入を行っている。令和元(2019)年度からは授業時に北九大教

育ポートフォリオを記入する時間を確保し、学生が所有するスマートフォンやパソコンから直接

入力してもらうことで基本的な操作を体験させ、ポートフォリオの記入を行った。 

「学修成果の可視化・省察機能」は令和元(2019)年 10月より、全学部生を対象に運用が開始さ

れた。また、運用開始に合わせ北九大教育ポートフォリオシステムの使い方や活用方法をまとめ

たマニュアル（資料２－１）を作成し、同システムのトップページに掲載するとともに、大学ポ

ータルサイトのインフォメーションに運用開始の情報掲載を行い、学生への周知を促進した。今

後も啓発活動を行い、学生のシステム利用を通じた学修成果の自己省察を促す取組を行う必要が

あると考える。 

 

３.３.２ 学修行動調査の設計と運用 

（１）調査設計 

①学修行動調査の流れ 

学修行動調査の実施はＡＰ事業の基礎要件となっており、本学では学生の大学授業全体満足

度および授業外学修時間の把握を目的として、平成 27(2015)年度より全学部生を対象に調査を

実施している。平成 28(2016)年度には学生が受講申請を行う際に web上で学修行動調査に回答

できる仕組みを整備した。その際、ほとんどの学生がスマートフォンを利用していることから、

マルチデバイスに対応したレスポンシブデザインを採用し、スマートフォンでも回答に支障がな

いものとした（図７）。 

 
図７ 学修行動調査の流れ 

② 組織等を単位とする教育情報の記録・省察機能 
 学科やゼミ等固有の事情に応じた教育に関わる活動について記録・省察を行うことがで

きる。この機能は、Mahara標準で用意されている文書共有機能を利用したものである。

地域創生学群ではこの機能を活用してポートフォリオの電子化を行っている（図５）。 

図５ 北九大教育ポートフォリオシステム 教育情報の記録・省察機能 

 
（３）北九大教育ポートフォリオシステムの運用 

 北九大教育ポートフォリオシステムは令和元(2019)年度に全学的なシステム導入が展開された

が、これに先んじて平成 28(2016)年度より地域創生学群で「組織等を単位とする教育情報の記録・

省察機能」の試験運用を継続して行ってきた（図６）。 

 

図６ 組織等を単位とする教育情報の記録・省察機能の画面の例 
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（３）北九大教育ポートフォリオシステムの運用 

 北九大教育ポートフォリオシステムは令和元(2019)年度に全学的なシステム導入が展開された

が、これに先んじて平成 28(2016)年度より地域創生学群で「組織等を単位とする教育情報の記録・

省察機能」の試験運用を継続して行ってきた（図６）。 

 

図６ 組織等を単位とする教育情報の記録・省察機能の画面の例 
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【平成 27(2015)年度】 

■実施期間：平成 28(2016)年１月～２月      

■実施方法：アンケート用紙への記入       

■調査対象： 

  調査対象者数：1265名（全学部・学群在籍者数の 20.9％）    

  学年別：１学年 243名、２学年 364名、３学年 364名、４学年 277名、無記入 17名  

組織別：        

・外国語学部：146名（英米学科：67名、中国学科：42名、国際関係学科：37名） 

・経済学部：88名（経済学科：51名、経営情報学科：37名）    

・文学部：85名（比較文化学科：65名、人間関係学科：20名）   

・法学部：66名（法律学科：41名、政策科学科：25名）    

・国際環境工学部：827名 

（エネルギー循環化学科：139名、機械システム工学科：132名、 

情報メディア工学科：221名、建築デザイン学科：174名、 

環境生命工学科：161名）     

・地域創生学群：38名（地域創生学類：38名）  

 

平成 27(2015)年度学修行動調査は、質問紙を用いて、調査対象を選定した上で全学部・学群生

の約 20％を対象にサンプル調査として行われた（図９、10）。全学における週当たりの平均授業

外学修時間は 7.02時間であった。 

 

 

図９ 平成 27(2015)年度学修行動調査における大学授業全体満足度 

 

 

 

本学では、統合認証システムにおいて学内システムの利用に必要な認証情報を一元的に管理し

ている。統合認証システムには認証後に特定のＵＲＬに転送できるリダイレクト機能が備わって

おり、通常はこの機能を利用してポータルシステムに転送している。学修行動調査を実施する際

には、この転送先を学修行動調査システムへ切り替えて回答を促している。 
 
② 調査項目 

 調査項目は、大学授業全体満足度と授業外学修時間の２項目とし、授業外学修時間は期間別（通

常授業期間、試験期間、夏・冬期休業期間）に(a)事前・事後学修時間と(b)自主的学修時間につ

いて回答を求めている（図８）。ここで、事前・事後学修時間とは、シラバス記載の授業科目に関

連した授業の予復習にあてる学修時間をいう。また、自主的学修時間とは、事前・事後学修時間

を除き、授業外で大学での学びに資する活動に費やした時間をいう。このように 2種類の学修時

間を扱っているのは、本学の第３期中期計画における学修時間の指標（(a)のみ）と大学教育再生

加速プログラムにおける学修時間の指標（(a)と(b)）が異なっているためである。 

 

 
図８ 学修行動調査 回答画面 

 
（２）学修行動調査の結果の運用 

 平成 27(2015)年度より毎年実施している学修行動調査について、平成 27(2015)年度は従来の

学生調査を参考にし、アンケート用紙を用いて調査を行った。平成 28(2016)年度からは、学修行

動調査システムを用いて web調査を行った。平成 30(2018)年度には、「学修行動調査」および「授

業外学修時間」に関する学生への意識づけのために、「調査の実施」、「大学での学び」に関する学

生配布物を作成した（資料２－４、２－５）。本調査の結果は、「えいぴー通信」（資料４－５）や

本学ＦＤ研修で学内に向け周知を行っている。 
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図 10 平成 27(2015)年度学修行動調査における週当たりの平均授業外学修時間 

 

【平成 28(2016)年度】 

 ■実施期間：平成 29(2017)年４月～５月（１～３年生）、平成 29(2017)年３月（４年生） 

■実施方法：web調査（１～３年生）、質問紙調査（４年生） 

■有効回答数： 

  ・web調査：2661名（回答率：56.7％） 

  ・質問紙調査：大学授業全体満足度 884名、授業外学修時間 820名 

 

 平成 28(2016)年度学修行動調査は、学修行動調査システムを用いて行われ、回答率は 56.7％で

あった（図 11、12）。週当たりの授業外学修時間の全学平均は、7.18時間で、前年度に比べ微増

となった。 

 

図 11 平成 28(2016)年度学修行動調査における大学授業全体満足度 

※web調査（１～３年生）のみ 
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図 12 平成 28(2016)年度学修行動調査における週当たりの平均授業外学修時間 

 

【平成 29(2017)年度】 

 ■実施期間：平成 30(2018)年４月１日～４月 13日 

■実施方法：受講申告登録時（ポータルシステムログイン時）web上でアンケートを実施 

■回答者数：4020名（学部・学群生１～３年生を対象に調査） 

 ■回答率：83.9％（卒業生を除く学部・学群生 4792名） 

 

平成 29(2017)年度学修行動調査も、前年に引き続き学修行動調査システムを用いて行われ、回

答率は前年度を大きく上回り、83.9％であった（図 13、14）。週当たりの授業外学修時間につい

ては、全学平均 6.84時間と前年に比べ減少した。 

 

 

図 13 平成 29(2017)年度学修行動調査における大学授業全体満足度 

※web調査（１～３年生）のみ  

図 10 平成 27(2015)年度学修行動調査における週当たりの平均授業外学修時間 
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図 16 平成 30(2018)年度学修行動調査における週当たりの平均授業外学修時間 

 

（３）学修行動調査の分析 

 ①授業外学修時間とＧＰＡの関係 

授業外学修時間を伸ばすにはどのような方策が適切なのかを探るために２つの分析を行った。

まず、授業外学修時間のデータとＧＰＡの関係について分析を行った。この結果、授業外学修時

間が多い学生はＧＰＡが高く、授業外学修時間が少ない学生はＧＰＡが低い傾向が見えた。この

傾向は学年別でも概ね見られた。 

また、ＧＰＡについては、その推移について分析を試みた。その結果、例えば平成 28(2016)年

度入学生について、図 17 のように第１年次末の学期ＧＰＡと３年次末の累積ＧＰＡの相関係数

は 0.83 であり、ほとんどの学生のＧＰＡが大学在学中に大きく変動しない傾向があることがわ

かった。 

以上の２つの分析より、「授業外学修時間が長くなればＧＰＡが高くなる傾向がある」、「１年生

の成績がその後の成績を左右する傾向がある」などの見方を得た。 

 

 
図 17 平成 28(2016)年度入学生のＧＰＡの推移 

 

 

図 14 平成 29(2017)年度学修行動調査における週当たりの平均授業外学修時間 

 

【平成 30(2018)年度】 

 ■実施期間：平成 31(2019)年４月１日～４月 16日 

■実施方法：受講申告登録時（ポータルシステムログイン時）web上でアンケートを実施 

■回答者数：3983名（学部・学群生１～３年生を対象に調査） 

■回答率：84.3％（卒業生を除く学部・学群生 4726名） 

 

平成 30(2018)年度学修行動調査も、前年に引き続き学修行動調査システムを用いて行われ、回

答率は、84.3％であった（図 15、16）。週当たりの授業外学修時間は、全学平均 6.31 時間と前

年に比べ減少した。 

 

 

図 15 平成 30(2018)年度学修行動調査における大学授業全体満足度 
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図 15 平成 30(2018)年度学修行動調査における大学授業全体満足度 
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３.４ 実践型教育における学修成果の可視化に向けての取組 

 
（１）実践活動力 

①実践活動力の設定 

本学は、地域に根差した実践型教育に力を入れている。しかし、これまで実践型教育の活動を

行った学生の成長や成果を捉える指標が定められていなかった。そこで、ＡＰ事業を通じて北九

州市立大学独自の実践型教育の学生評価指標を作成した。地域創生学群にて活用されていた６因

子 30 項目からなる「地域創生力」を実践型教育活動用評価指標として活用できるよう平成

27(2015)年度に試行的調査を行い、データから探索的因子分析（主因子法、プロマックス回転）

にて共通因子を探り出し、５因子 23項目（コミュニケーション力、課題発見力、計画遂行力、自

己管理力、市民力）を抽出し、設定した（資料３－１）。また、名称は全学活用を念頭に「実践活

動力」と変更した。 

実践活動力の測定は、平成 28(2016)年度より毎年度、実践型の教育プログラムを受講する地域

創生学群、地域共生教育センター（421Lab.）、国際環境工学部の学生を対象に同一年度内の前期

／後期に実施している。後期分の集計が終わり次第、前期／後期の共通回答者全ての学生に対し

て、実践活動力の数値の推移がわかる返却フォーム（資料３－２）を発行し、学生へ調査結果の

フィードバックを行っている。なお、調査実施時には、自身の回答内容を転記して実践活動力の

自己採点が出来るシートを配布し、その時点でも学生自身による省察を促す仕掛けを作った。 

 

②実践活動力の測定 

【平成 27(2015)年度】 

試行的調査として、地域創生学群にて活用されていた「地域創生力」で下記の調査を行った。 

■実施期間：前期、後期の２回 

■実施方法：質問紙による調査 

■調査対象者数：前期 610名、後期 530名、※１、２学期共通回答者数 425名 

■所属分布：地域創生学群生 192名、国際環境工学部生 107名、421Lab.活動参加学生 126名 

      ※共通回答者 425名の分布 

 

【平成 28(2016)年度】 

■実施期間：前期、後期の２回 

■実施方法：質問紙による調査 

■調査対象者数：前期 644名、後期 594名 

■所属分布： 

前期：地域創生学群生 147名、国際環境工学部生 266名、421Lab.活動参加学生 231名 

後期：地域創生学群生 133名、国際環境工学部生 245名、421Lab.活動参加学生 216名 

 

【平成 29(2017)年度】 

■実施期間：前期、後期の２回 

 ②シラバスについての調査分析 

シラバスについて、平成 30(2018)年度シラバスを対象とし、「事前・事後学修」の記載欄にど

のような記述がなされているかを調査した。次に、シラバスの事前・事後学修の記述が具体的か

つ授業評価アンケートの結果が良い授業を複数抽出し（「授業全体満足度」、「授業外学修時間」に

関わる設問を重視し、その結果の良い授業を抽出）、その授業担当者にインタビュー調査を行った。

このインタビューの結果、次の共通点が見つかった。 

・「ガイダンスで指示を行う」、「Moodle 上で指示を行う」等、シラバスとは別に詳細の指示を

与えている。 

・授業外学修の成果を提出物、小テスト等で確認を行うものが多い。 

・授業外学修の内容が授業内容や中間・期末試験、中間・期末レポート等につながっている。 

・中間・期末試験、中間・期末レポート以外に、小テスト、小レポート、発表、相互評価等、

多角的に評価が行われている。 

 

 ③分析からの視座 

これらの分析から、「授業外学修の成果を成績評価に反映させる」、「何かを提出させる、何かを

行うなど、各回で具体的な指示を与える」ことで、学生の授業外学修を促すことができるのでは

ないかという視点を得た。以上の分析より見えた結果や視点は、令和元(2019)年度のＦＤ研修に

て報告を行った。 

以上のような分析を、今後蓄積されるデータに対しても継続的に行い、授業改善などにつなげ

ていく必要がある。また、学修行動調査システム導入により、年々回答率が上昇しているが、留

学などの事情により、調査期間に回答を行っていない学生もいることから、調査方法や結果の取

扱いについて今後、更なる検討が必要であると考える。 
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を実施した。授業の際には、実践活動力を振り返りの際の視点として活用しつつ、個人で振り返

りを行い、その結果について他者との共有を行った上で、ポートフォリオに記入した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 北九大教育ポートフォリオシステムにおける実践活動力調査の活用例 

 

（２）多面評価 

 ①多面評価の設定 

多面評価は、自己の評価にとどまらず、教員、自己、プロジェクトメンバー、地域の方といっ

た多様な方々からの評価によって、評価の客観性・透明性・納得性等の精度を高めることがねら

いである。そして、その評価内容を担当教員から適切にフィードバックする機会を持つことによ

り、学生の自己の能力把握や自主的・自律的な学びへの内省や振り返りなど、より成長に繋がる

効果が高まることを意図して設定した。 

多面評価を行うにあたり、まず、評価測定方法の設定を行った。平成 27(2015)年度に実施した

実践活動力調査の回答者より抽出された 27 名に対し、活動成果と能力向上について教員による

「面談」を試験実施し、学生評価方法としての検証を行った。その上で、平成 28(2016)年度に「質

問紙による多面評価（自己、プロジェクトメンバー、担当教員、地域の受入先からの評価）」と「教

員とのフィードバック面談」という仕組みで、実践型教育の一部のプロジェクトで多面評価を実

施する準備を整え、試行した。平成 29(2017)年度には、フィードバック面談で活用できる担当教

員の手元資料となる「学生１人に対する回答者別の集計シート」と学生への「返却用シート」を

開発し、実践型教育を受講する学生の評価を可視化する事が可能になった（資料３－４）。 

 

 ②多面評価の実施 

【平成 28(2016)年度】 

■実施時期：平成 29(2017)年１月～２月 

■実施方法：質問紙による調査 

■調査対象者数：前期 707名、後期 749名 

■所属分布： 

前期：地域創生学群生 115名、国際環境工学部生 259名、421Lab.活動参加学生 333名 

後期：地域創生学群生 297名、国際環境工学部生 235名、421Lab.活動参加学生 217名 

 

【平成 30(2018)年度】 

■実施期間：前期、後期の２回 

■実施方法：質問紙による調査 

■調査対象者数：前期 644名、後期 767名 

■所属分布： 

前期：地域創生学群生 128名、国際環境工学部生 256名、421Lab.活動参加学生 260名 

後期：地域創生学群生 325名、国際環境工学部生 250名、421Lab.活動参加学生 192名 

 

【令和元(2019)年度】 

■実施期間：前期、後期の２回 

■実施方法：質問紙による調査 

■調査対象者数：前期 737名、後期 730名 

■所属分布： 

前期：地域創生学群生 123名、国際環境工学部生 270名、421Lab.活動参加学生 344名 

後期：地域創生学群生 312名、国際環境工学部生 248名、421Lab.活動参加学生 170名 

 

③実践活動力の運用 

平成 27(2015)年度の試行調査後、実践型教育活動を通じた成長を意識づけるために、平成

28(2016)年３月に一部の学生を対象に調査結果を用いた振り返り会を行った。対象者は、「421Lab.

学生運営スタッフ」プロジェクトに参加した学生の内 14名である。振り返り会では、実践活動力

の測定の意義を説明した後に、学生に自身の実践活動力の測定結果について振り返りを行っても

らった。振り返りの時間をとることは、学生にとても好評であり、各項目について自身の変化の

理由を考える貴重な場となった。また、振り返りを共有する機会や、他者からの評価が欲しいと

いう意見・要望が出された。こうした意見は、その後の調査の実施、結果の運用の際の参考とし

ていった。平成 30(2018)年度には、地域創生学群の実習担当教員と学生の個人面談において、実

践活動力の調査結果を確認した際に、実習の際のコミュニケーションや行動、グループ活動での

取組や、グループへの自身の貢献について振り返りを行った。 

また、北九大教育ポートフォリオシステムの「組織等を単位とする教育情報の記録・省察機能」

では、実践活動力調査の結果や、これに対する省察について記入することができる（図 18）。こ

の内容は、学生自身が担当教員にも確認できるようシステム内で設定することで、教員は学生の

実践活動力と省察を踏まえ、支援を行うことができる。令和元(2019)年度には、この機能を活用

して、地域創生学群１年生対象の必修科目内において実践活動力の視点から学修を振り返る授業
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ることで、それに応じて多面評価のコメントを参考にしながら、必要な助言や支持的な声かけを

行うことができる。一方、学生の認識を確認せずに、教員が一方的に多面評価のコメントを伝え

ることはリスクであり、学生の学修意欲を奪いかねない。また、教員に対する信頼を損なう場合

も考えられる。 

実際のフィードバックの際には、自己評価と他者評価の両方に触れることで、実践活動力の視

点（「コミュニケーション力」、「課題発見力」、「計画遂行力」、「自己管理力」、「市民力」）から、

実習に対する気づきをもつ学生もいた。他者の評価にも触れることで、例えば、実習グループ内

のコミュニケーションへの悩み、実習での行動などについての気づきが出ていた。また、自身の

成長に気づく学生や、今後の展望を述べる学生もいた。フィードバックの際には、こうした気づ

きを言語化させたり、目標を後押ししたりすることを行っていった。 

 

（３）社会波及効果 

 ①社会波及効果の設定 

本学には多様な実践型教育活動（地域創生学群や 421Lab.によるプロジェクト、ゼミ活動の一

環としての地域活動など）があるが、それらの活動がどのような形で北九州市に貢献しているの

か、それらの活動にはどのような意義や効果があるのかなど、成果を明らかにするための議論や

整備が行われていなかった。特に大きな課題として、実践型教育活動が数多くある中で、共通し

た成果の存在を明らかにすること、また、すべての活動に対し、それぞれの趣旨に合わせた成果

指標を設定することはしていくことは難しかった。 

そこでまず測定指標の設定に取組み、平成 27(2015)年度にＡＰ事業で用いる社会波及効果を

「北九州市立大学における実践型教育活動が、北九州市の地域にどのような影響や効果を与えて

いるかを定量的に測定すること」と位置づけ、北九州市立大学独自の測定指標の確立を目指した。

また、実践型教育活動を取り巻く複雑な成果について、「北九大実践型教育活動インパクト」、「北

九大実践型教育活動アウトプット」として分類し、それぞれの視点によって「北九州市立大学の

実践型教育活動による社会波及効果」の試行測定も行った。 

平成 28(2016)年度には前年度調査の改善と測定指標の再検討を踏まえ、測定の対象を、プロジ

ェクト活動における関係の深さで三階層に区分【第Ⅰ階層（協働者：学生と共に活動を協働する

地域の方、地域の受入団体の方など）へのヒアリング、第Ⅱ階層（参加者：イベント来場など何

らかの形で地域活動に参加、関与する方）へのアンケート、第Ⅲ階層（一般の方：北九州市内に

在住の一般の方、）へのウェブ調査】（図表 19）し、調査項目を確立させた（資料３－５）。 

 

■北九大実践型教育活動インパクト--------------------------------------- 

すべての実践型教育活動に共通する北九州市にもたらす成果について検討した。近年、ＮＰＯ

活動等による社会的活動の成果を測定するために、ＳＲＯＩ（社会的投資収益率）などの手法を

用いて活動価値を貨幣換算する取組があるが、学生の教育的取組を貨幣換算することに抵抗感を

唱える意見もあることから、ここでは回答者の主観に基づく測定指標の作成を目指した。 

調査対象者：各実践型教育活動に関わる関係者（協力団体、ステークホルダー、参加者等） 

調査方法：質問紙調査法 

■実施対象：地域創生学群の８つのプロジェクト／ゼミ受講生 58名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：フィードバック面談後、対象学生へのモニター調査や担当教員へのヒアリングな

どを実施し、評価指標や多面評価の仕組などに対する意見や感想、改善点などを

集約し、評価システムとしての確立を目指した。 

 

【平成 29(2017)年度】 

■実施時期：平成 30(2018)年１月～２月 

■実施対象：地域創生学群の７つのプロジェクト／ゼミ受講生 77名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：フィードバック面談の際に担当教員の手元資料となる「学生１人に対する回答者

別の集計シート」と、学生への「返却用シート」を開発し、平成 29(2017)年度の

面談にてフィードバックと目標設定に活用された。 

 

【平成 30(2018)年度】 

■実施時期：平成 31(2019)年１月～２月 

■実施対象：地域創生学群の４つのプロジェクト／ゼミ受講生 68名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：前年度開発した「学生１人に対する回答者別の集計シート（教員用）」と「返却シ

ート（学生用）」はフィードバック面談の際に担当教員の手元資料となっており、

フィードバックと目標設定に活用している。なお、プロジェクトの活動内容や学

生一人ひとりとの距離感によっては、評価者として該当する地域受入担当者がい

ないケースもあった。 

 

【令和元(2019)年度】 

■実施時期：令和元年(2019)年 10月～12月 

■実施対象：地域創生学群の５つのプロジェクト／ゼミ受講生 101名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：これまでと同様にプロジェクトの活動内容や学生一人ひとりの距離感によっては、

評価者として該当する地域の受入担当者がいないケースもあった。この結果を基

に担当教員の手元資料となる学生個人別の集計シート、学生個人への返却シート

が作成された。これらを基に、担当教員よりフィードバック面談が行われ、目標

設定等に活用された。 

 

 ③多面評価の運用 

 平成 30(2018)年度のフィードバック面談の際には、学生自身がプロジェクトへの取組状況や自

身のプロジェクト内での役割、今後のプロジェクトの展望、今後高めたいスキル等をどのように

考えているか確認することに留意してフィードバックが行われた。教員は、学生の認識を確認す
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ることで、それに応じて多面評価のコメントを参考にしながら、必要な助言や支持的な声かけを
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ることはリスクであり、学生の学修意欲を奪いかねない。また、教員に対する信頼を損なう場合
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のコミュニケーションへの悩み、実習での行動などについての気づきが出ていた。また、自身の
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環としての地域活動など）があるが、それらの活動がどのような形で北九州市に貢献しているの
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いるかを定量的に測定すること」と位置づけ、北九州市立大学独自の測定指標の確立を目指した。

また、実践型教育活動を取り巻く複雑な成果について、「北九大実践型教育活動インパクト」、「北

九大実践型教育活動アウトプット」として分類し、それぞれの視点によって「北九州市立大学の

実践型教育活動による社会波及効果」の試行測定も行った。 

平成 28(2016)年度には前年度調査の改善と測定指標の再検討を踏まえ、測定の対象を、プロジ

ェクト活動における関係の深さで三階層に区分【第Ⅰ階層（協働者：学生と共に活動を協働する

地域の方、地域の受入団体の方など）へのヒアリング、第Ⅱ階層（参加者：イベント来場など何

らかの形で地域活動に参加、関与する方）へのアンケート、第Ⅲ階層（一般の方：北九州市内に

在住の一般の方、）へのウェブ調査】（図表 19）し、調査項目を確立させた（資料３－５）。 

 

■北九大実践型教育活動インパクト--------------------------------------- 

すべての実践型教育活動に共通する北九州市にもたらす成果について検討した。近年、ＮＰＯ

活動等による社会的活動の成果を測定するために、ＳＲＯＩ（社会的投資収益率）などの手法を

用いて活動価値を貨幣換算する取組があるが、学生の教育的取組を貨幣換算することに抵抗感を

唱える意見もあることから、ここでは回答者の主観に基づく測定指標の作成を目指した。 

調査対象者：各実践型教育活動に関わる関係者（協力団体、ステークホルダー、参加者等） 

調査方法：質問紙調査法 

■実施対象：地域創生学群の８つのプロジェクト／ゼミ受講生 58名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：フィードバック面談後、対象学生へのモニター調査や担当教員へのヒアリングな

どを実施し、評価指標や多面評価の仕組などに対する意見や感想、改善点などを

集約し、評価システムとしての確立を目指した。 

 

【平成 29(2017)年度】 

■実施時期：平成 30(2018)年１月～２月 

■実施対象：地域創生学群の７つのプロジェクト／ゼミ受講生 77名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：フィードバック面談の際に担当教員の手元資料となる「学生１人に対する回答者

別の集計シート」と、学生への「返却用シート」を開発し、平成 29(2017)年度の

面談にてフィードバックと目標設定に活用された。 

 

【平成 30(2018)年度】 

■実施時期：平成 31(2019)年１月～２月 

■実施対象：地域創生学群の４つのプロジェクト／ゼミ受講生 68名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：前年度開発した「学生１人に対する回答者別の集計シート（教員用）」と「返却シ

ート（学生用）」はフィードバック面談の際に担当教員の手元資料となっており、

フィードバックと目標設定に活用している。なお、プロジェクトの活動内容や学

生一人ひとりとの距離感によっては、評価者として該当する地域受入担当者がい

ないケースもあった。 

 

【令和元(2019)年度】 

■実施時期：令和元年(2019)年 10月～12月 

■実施対象：地域創生学群の５つのプロジェクト／ゼミ受講生 101名 

■実施方法：質問紙「実践活動力チェックシート」による調査 

■実施状況：これまでと同様にプロジェクトの活動内容や学生一人ひとりの距離感によっては、

評価者として該当する地域の受入担当者がいないケースもあった。この結果を基

に担当教員の手元資料となる学生個人別の集計シート、学生個人への返却シート

が作成された。これらを基に、担当教員よりフィードバック面談が行われ、目標

設定等に活用された。 

 

 ③多面評価の運用 

 平成 30(2018)年度のフィードバック面談の際には、学生自身がプロジェクトへの取組状況や自

身のプロジェクト内での役割、今後のプロジェクトの展望、今後高めたいスキル等をどのように

考えているか確認することに留意してフィードバックが行われた。教員は、学生の認識を確認す
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 ②社会波及効果の測定 

【平成 28(2016)年度】  

■実施時期：平成 28(2016)年 12月～平成 29(2017)年 2月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層８社・団体（ヒアリングを実施） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 52名、地域創生学群関連 87名（アンケート方式） 

第Ⅲ階層 157名（webアンケート）※スクリーニング前回答数 2048名 

 

【平成 29(2017)年度】 

■実施時期：平成 30(2018)年１月～２月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層１３社・団体（アンケート方式） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 17名（アンケート方式） 

 

【平成 30(2018)年度】 

■実施時期：平成 31(2019)年１月～２月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層９社・団体（アンケート方式） 

 

【令和元(2019)年度】 

■実施時期：令和元(2019)年 10月～12月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層 14社・団体（アンケート方式） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 38名、地域創生学群関連 35名、 

文学部人間関係学科関連 14名（アンケート方式） 

第Ⅲ階層 206名（webアンケート）※スクリーニング前回答数 2229名 

 

③社会波及効果の結果 

第Ⅰ階層（協働者）の調査結果より、本学における実践型教育活動について、満足度、好感度、

貢献度はいずれも高く、多くの方にプラスの影響を感じていただいている。プラスの影響で最も

多かったのはＰＲ効果である。その地域活動（事業）そのものへの貢献という点では、まだ伸ば

す余地があり、今後さらに積極的に進めていくことが期待されている。どの地域活動においても、

回答内容の傾向はさほど変わらないことがわかった。また、良い評価だけではなく、学生の積極

性や社会性の向上を求めるものもあった。 

第Ⅱ階層（参加者）の調査結果においても、本学における実践型教育活動について、満足度、

好感度、貢献度は、いずれも高い。学生が地域活動に関わるプラスの影響について、自由記述の

回答からは、若者の元気やエネルギーにより地域が明るくなる、若い発想で地域に新たな風が入

る、学生が地域活動に関わることが地域貢献や地域活性化につながるなどの評価をいただいてい

ることがわかった。また、上記のような良い評価に加え、学生の地域活動について今後の継続的

な活動、さらなる積極的な活動が期待されていることもわかった。第Ⅱ階層（参加者）の方々に

おいても、多くの方に本学の学生が地域活動に関わることに対して、プラスの影響を感じていた

だいていることがわかった。  

調査提示：各実践型教育活動の担当教員（もしくは学生）を通じて配布・回収 

実施予定：年度末の１回 

質問内容：① 北九州市立大学生の北九州市への貢献度について 

② 北九州市立大学生が行う地域活動への満足度について 

③ 北九州市立大学生が北九州市へもたらす経済効果についてなど 

 

■北九大実践型教育活動アウトプット------------------------------------- 

各実践型教育活動のアウトプットとして重要な点は、「それぞれの活動の趣旨に合わせた成果

指標」の設定であり、各活動の個性や独自性を担保することが重要である。一方で、担当教員の

負担を減らしつつ、実践型教育活動と称する取組に対し一様に独自のアウトプットを測定できる

方法が求められる。そこで、学生に活動の成果について自由記述を促し、回収された記述をもと

にキーワード分析を行う手法を用いて試行的に調査を実施した。 

調査対象者：参加学生 

調査方法：ワードテキスト等による質問項目提示、文書提出 

調査提示：各実践型教育活動の担当教員を通じて 

実施予定：前後期の２回 

質問内容：① あなたが所属している実践型教育活動の○月～○月までの活動内容を書き出し

てください（表による記載）。 

② これまでの活動を通じて、どのような成果を得られたと思いますか？思い当た

るものすべて記載してください（数字の例：参加者数、アンケートの結果など、感

覚の例：参加してくれた小学生が表彰された、態度が変化したなど）。 

 

図表 19 社会波及効果の調査対象表と学生の関係図 

 区分 定義 測定方法 

Ⅰ 協働者 
・学生と共に地域活動を協働する方々 

・地域の受入団体の方 

プロジェクトの協働者で依頼で

きる方へ、質問紙を元にしてヒ

アリング 

Ⅱ 参加者 

・何かしらの形で地域活動に参加、関与 

する方々 

・イベント来場者など 

当該時期にプロジェクトで実施

されるイベントなどにおいて、

質問紙（アンケート）を配布、回

収 

Ⅲ 一般の方 
・北九州市内に在住の一般の方 

・地域活動の認知有無に関わらない 
webでの quick調査で測定 
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 ②社会波及効果の測定 

【平成 28(2016)年度】  

■実施時期：平成 28(2016)年 12月～平成 29(2017)年 2月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層８社・団体（ヒアリングを実施） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 52名、地域創生学群関連 87名（アンケート方式） 

第Ⅲ階層 157名（webアンケート）※スクリーニング前回答数 2048名 

 

【平成 29(2017)年度】 

■実施時期：平成 30(2018)年１月～２月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層１３社・団体（アンケート方式） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 17名（アンケート方式） 
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■実施時期：平成 31(2019)年１月～２月 

■実施対象・方法：第Ⅰ階層９社・団体（アンケート方式） 
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■実施対象・方法：第Ⅰ階層 14社・団体（アンケート方式） 

第Ⅱ階層 421Lab.関連 38名、地域創生学群関連 35名、 

文学部人間関係学科関連 14名（アンケート方式） 

第Ⅲ階層 206名（webアンケート）※スクリーニング前回答数 2229名 

 

③社会波及効果の結果 

第Ⅰ階層（協働者）の調査結果より、本学における実践型教育活動について、満足度、好感度、

貢献度はいずれも高く、多くの方にプラスの影響を感じていただいている。プラスの影響で最も

多かったのはＰＲ効果である。その地域活動（事業）そのものへの貢献という点では、まだ伸ば

す余地があり、今後さらに積極的に進めていくことが期待されている。どの地域活動においても、

回答内容の傾向はさほど変わらないことがわかった。また、良い評価だけではなく、学生の積極

性や社会性の向上を求めるものもあった。 

第Ⅱ階層（参加者）の調査結果においても、本学における実践型教育活動について、満足度、

好感度、貢献度は、いずれも高い。学生が地域活動に関わるプラスの影響について、自由記述の

回答からは、若者の元気やエネルギーにより地域が明るくなる、若い発想で地域に新たな風が入

る、学生が地域活動に関わることが地域貢献や地域活性化につながるなどの評価をいただいてい

ることがわかった。また、上記のような良い評価に加え、学生の地域活動について今後の継続的

な活動、さらなる積極的な活動が期待されていることもわかった。第Ⅱ階層（参加者）の方々に

おいても、多くの方に本学の学生が地域活動に関わることに対して、プラスの影響を感じていた
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図表 19 社会波及効果の調査対象表と学生の関係図 

 区分 定義 測定方法 

Ⅰ 協働者 
・学生と共に地域活動を協働する方々 

・地域の受入団体の方 

プロジェクトの協働者で依頼で

きる方へ、質問紙を元にしてヒ

アリング 

Ⅱ 参加者 

・何かしらの形で地域活動に参加、関与 

する方々 

・イベント来場者など 

当該時期にプロジェクトで実施

されるイベントなどにおいて、

質問紙（アンケート）を配布、回

収 

Ⅲ 一般の方 
・北九州市内に在住の一般の方 

・地域活動の認知有無に関わらない 
webでの quick調査で測定 
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３.５ 全学的な教育改善に向けての取組 

 

３.５.１ ＦＤ活動 

本学ＡＰ事業におけるＦＤ活動の目的は授業の質保証と教育システムの改善を図り、大学教育

改革、教育再生を加速化していくことである。このような目的を達成するために研修等を通じた

ＦＤ活動を行いＡＰ事業内容の普及、授業の質保証、教育システムの改善に向けた啓発を図った。 

 

【平成 28(2016)年度】 

■日時：北方キャンパス   平成 28(2016)年 11月 16日（水）14：40～16：10 

ひびきのキャンパス 平成 28(2016)年 11月 30日（水）14：30～16：00 

■会場：北方キャンパス Ｃ２０２教室 

ひびきのキャンパス Ｎ１０７教室 

■対象者：全教員（必修研修） 希望する職員も参加可 

■参加者：240人（北方 166人、ひびきの 74人） 

■参加率：96.4％（北方 99.4％、ひびきの 90.2％） 

※欠席者への後日フォロー実施を含み、サバティカル休暇などを除く 

■内容：・ＡＰ事業全体の現状報告 

    ・学修行動調査について 

・北九大教育ポートフォリオシステムについて 

 

平成 28(2016)年度は、「大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）事業の取組について―学修成果

の可視化―」をテーマに、北方キャンパス、ひびきのキャンパスの両キャンパスでＦＤ研修を実

施した。本研修は全教員の必修研修と位置付け、複数回にわたる開催案内と出欠管理、さらに欠

席者には録画ＤＶＤの貸し出しを行い、教員参加率 96.4%という高い実績を残すことができた。 

本研修では、ＡＰ事業の一環として行う「学修行動調査の調査方法と結果」、「北九大教育ポ

ートフォリオシステムの開発・運用」について、本学教員に知ってもらい、取組に対する意見を

収集する機会となった。質疑応答の中で、３つのポリシーへの理解がいまだ不十分で、ＡＰ事業

の細部についてはまだ理解が深まっていないことがうかがえたため、今後はさらに理解を深めて

いくことが重要であることが改めて認識された。 

 

【平成 29(2017)年度】 

■日時：平成 29(2017)年８月 23日（水）10：00～11：00 

■会場：北方キャンパス Ｄ２０３教室 

■対象者：学部・学群、学科・学類長 希望するカリキュラムコーディネーターも参加可 

■参加者：28人 

■内容：・ＡＰ事業の現状報告 

    ・Ｈ28年度学修行動調査について 結果の概要 

・ＤＰ到達度の結果について 

第Ⅲ階層（一般の方）の調査結果（図表 20）から、本学における実践型教育活動について、満

足度、好感度、貢献度は、平成 28(2016)年度調査時に比べ令和元(2019)年度調査時の方が上昇し

ていることがわかった。また、同調査の記述式質問の回答から、本学の学生が行う地域活動を知

るきっかけについて、両年とも「直接目にしたこと」や「テレビ」との答えが多く（令和元(2019)

年度調査では、「直接目にしたこと（約 39％）」、「テレビ（約 48％）」）、学生の地域活動が地域の

中で浸透していることがわかった。 

 

図表 20 第Ⅲ階層の調査結果の一部比較 

項目 平成 28(2016)年度調査（n=157） 令和元(2019)年度調査（n=206） 

学
生
に
対
す
る
満
足
度 

  

学
生
に
対
す
る
好
感
度 

 
 

学
生
の
北
九
州
市
に 

対
す
る
貢
献
度 

  

 

全ての調査結果を受け、多くの地域活動があり、いただいたご意見はかなり多様なものになっ

ている。そこから共通項や汎用的なものだけをピックアップしても、得られる情報として実践型

教育のプログラム改善に向けては有益な内容を伴わないものになる可能性がある。教育プログラ

ムの改善に向けては、自由記述の内容なども含めて得られたデータを地道に読み込んでいく必要

がある。回答内容は、良い評価だけではなく、学生の積極性や社会性の向上を求めるものもあっ

た。実践型教育の改善につながる貴重な意見として、調査結果のフィードバックを行うなど担当

教員と情報共有を行っている。  
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【令和元(2019)年度】 

■日時：令和元(2019)年 10月 30日（水）14：00～16：00 

■会場：北方キャンパス Ｃ３０３教室 

ひびきのキャンパス 第一会議室 ※ひびきのキャンパスへネット同時配信 

■対象者：全教員（必修研修） 希望する職員も参加可 

■参加者：229人（北方 149人、ひびきの 78人） 

■参加率：89.5％（北方 88.2％、ひびきの 91.8％） 

※欠席者への後日フォロー実施を含み、サバティカル休暇などを除く 

■内容：・北九州市立大学におけるＡＰ事業の取組・進捗状況 

    ・学修行動調査の分析結果 

    ・立命館大学 教授 沖裕貴氏によるご講演 

講演テーマ：「学生の授業外学修を促す授業の工夫」 

 

令和元(2019)年度は、学修行動調査の報告と分析結果および本学の第３期中期計画における学

修時間に関する目標が再確認されるとともに、授業外学修時間が減少傾向にあることが課題とし

て確認された。また、併せて行われた学内のシラバス分析の結果報告の中で、学生の授業外学修

を促すための視点として「授業時間外学修の成果を評価に反映させる」、「何かを提出させる、

何かを行うなど、各回で具体的な指示を与える」ことが提案された。さらに、立命館大学の沖裕

貴先生に外部講師として「学生の授業外学修を促す授業の工夫」について、学習指導要領の変遷

や大学入試改革などの背景を基に、目標設定、評価方法、授業設計、教員の授業中の指示などに

ついてもお話をいただき、今後、学生の授業外学修を促す授業を設計する上での知見をいただい

た。本学教員から質疑が活発になされ、今後の教育改革に向けた意見交換を行った。本研修は、

北方キャンパスで行われた研修をひびきのキャンパスにネット同時配信を行った。 

 
３.５.２ フォーラムの開催 

【平成 27(2015)年度】 

■表題：『大学教育再生加速プログラムフォーラム 

－地域連携教育における「経験」と「学修」－』 

■日時：平成 28(2016)年１月 23日（土）13:00～16:00 

■会場：北九州市立商工貿易会館２階 多目的ホール 

■参加：158名（教育機関関係者・地域の方など：55名、教職員：15名、学生：88名） 

■内容：①学生による地域活動発表 

    ②早稲田大学准教授 岩井雪乃氏によるご講演「体験を学びに変える」 

③大学教育再生加速プログラムの概要 

 

ＡＰ推進室と地域共生教育センター（421Lab.）と合同企画で行った。学生には、発表の場と同

時に岩井先生のご講演を聴くことで、経験を学修につなげていく意識の高まりと具体的な方法を

考察する場になった。“体験の言語化”を社会で生きていく力、異なる価値観の中で適応していく

平成 29(2017)年度は、ＡＰ推進室で実施した平成 28(2016)年度の「学修行動調査結果」及び

「ＤＰ到達度分析結果」について、各学部・学科毎の可視化および分析を行い、学科等における

ＤＰ評価値のデータを開示した。あわせて見直しを行っていた３つのポリシー(ＡＰ,ＣＰ,ＤＰ)

の参考並びに、令和元(2019)年度に予定されているカリキュラム改編の参考としてもらった。そ

のため、研修対象は学部長、学科長、各学科カリキュラムコーディネーターを中心に行った。 

 

【平成 30(2018)年度】 

■日時：平成 30(2018)年９月 21日（金）13：30～16：00 

■会場：北方キャンパス Ｃ３０１教室 

■対象者：全教員（前半を必修研修とし、外部講師による講演については事前申込制） 

■参加者：203人（北方 128人、ひびきの 75人） 

■参加率：79.5％（北方 75.3％、ひびきの 85.2％） 

※欠席者への後日フォロー実施を含み、サバティカル休暇などを除く 

■内容：・北九州市立大学におけるＡＰ事業の取組 

・学修行動調査の分析結果 

・学生活動実績認定シートの運用について 

・東北大学 准教授 串本剛氏によるご講演 

講演テーマ：「主体的学修とシラバスは両立するのか？」 

 

平成 30(2018)年度は、学修行動調査について、大学授業全体満足度、授業外学修時間の結果の

報告に加え、事前・事後学修時間の分布、年次別の授業外学修時間が示された。本報告により、

学生の授業外学修時間が年々減少していることなど、授業外学修時間に関わる課題が共有された。

また、当年度より、大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）「高大接続改革推進事業」に関わる事

業として学科・学類生を対象に試験発行を行う学生活動実績認定シートについて、本学教員に周

知を行った。また、外部講師として東北大学の串本剛先生をお招きし、主体的学修とシラバスの

関係、目標の設定方法、これを踏まえたシラバスの書き方の講演が行われた。講演の後半、串本

先生と本学教員との活発な議論が行われた。 
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３．５．３ 学内広報活動 

（１）事業紹介パンフレット作成 

平成 26(2014)年度に、学内外への広報媒体として「事業紹介パンフレット」をシンプルでわか

りやすい用語を用いて作成した（資料４－３）。平成 27(2015)年度では、ＡＰフォーラムの郵送

告知の際の同封資料・ＡＰフォーラム時の配布資料として積極的に活用した。その後も、実践型

教育の関係者や調査対象者などへの送付・配布をして活用している。 

 

（２）学生配布物作成 

平成 30(2018)年度に、「学修行動調査の実施」及び「授業外学修」に関する学生への意識づけ

として、「調査の実施」、「大学での学び」に関する学生用配布物（資料２－４、２－５）を作成し

た。「新入生用」と「在学生用」を作成し、「新入生用」は高校と大学の学びの違いについて、「在

学生用」は学修行動調査（４月実施）の告知と身の回りにある「学び」について、それぞれテー

マを変え学生に学修の必要性を改めて周知し、「学び」のヒントを伝えた。 

 

（３）オリジナルＨＰ制作 

学内外への広報媒体として平成 26(2014)年

度から制作し、随時更新を行っている。学内広

報紙「えいぴー通信」の掲載、各調査の実施報

告、ＡＰフォーラムの実施予告・報告などで活

用している。平成 29(2017)年１月以降は、これ

までの事業内容をまとめて掲載するとともに、

より閲覧しやすい構成に改修を行った。また、

平成 29(2017)年３月よりテーマⅡ採択校オリ

ジナルのホームページを開設し、適宜タイムリ

ーな更新を行い、テーマ横断での連携において

も活用している。 

 

 

（４）えいぴー通信の発行 

平成 27(2015)年度より、学内広報紙として「えいぴー通信」を作成・発行し、教員全員へ配布

及び学内各所に設置、掲示を行うことでＡＰ事業の周知を行っている。内容については、ＡＰ事

業の紹介やＡＰ事業で得た学修行動調査及び外部評価委員会の結果について図表などを用い、わ

かりやすいよう工夫し、事業の理解を図っている。 

令和元(2019)年度３月までに計 14号を発行し、地道な周知活動を継続して行うことで、ＡＰ事

業の認知が徐々に進んでおり、事業概要について学内へ理解を図るための極めて有効なツールと

なっている（資料４－５）。 

  

力などにいかにつなげていくか。ＡＰ事業を通じて振り返りの力などを高め、また地域活動によ

って当事者意識の醸成を促進するなど、今後も進めていくことが確認される機会となった。実践

型教育による経験を学修につなげるヒント、学生の成長の可視化、地域活動への関わり方などに

ついて考える場となり、意義のあるものとすることができた。 

   

 

【平成 28(2016)年度】 

■表題：『大学教育再生加速プログラムフォーラム地域活動を通じた学生の成長 

－今後の「学修成果」について考える－』 

■日時：平成 29(2017)年２月 14日（火）13:00～16:10 

■会場：北九州市立大学 北方キャンパス 本館 

■参加：227名（教育機関関係者・地域の方など：83名、教職員：20名、学生：124名） 

■内容：①講演「『学び』を発見し・はぐくみ・かたちにする大学教育の未来 

～山口大学版・学生参加型ＦＤの４年間の軌跡を超えて～」 

     山口大学准教授 ＩＲ室長 林透氏、ＹＣ.ＣＡＭ代表 奥田真也氏（山口大学学生） 

②地域共生教育センター学生による地域活動発表 

③大学教育再生加速プログラム事業報告 

 

全国の国公私立大学や北九州市内の高校へのチラシ送付、大学教育関係者のメーリングリスト

への送付などの丁寧な広報活動を行ったことによって、参加者が前年の約 1.4倍となるなど、Ａ

Ｐ事業の周知について一定の成果を得た。学生による発表においては、地域活動の内容やプレゼ

ンテーションだけでなく、フォーラムの運営に学生が主体的に関わっていることについても、来

場者の皆さまから好評をいただいた。 
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（２）テーマⅡ実務担当者会議・学修成果の可視化あり方検討会議の開催 

【平成 28(2016)年度】 

平成 29(2017)年２月、北九州市立大学にて、「学修成果の可視化あり方検討会議（あり方検討

会議）」を開催した。あり方検討会議は、事業担当者がテーマⅡ全体の実施計画や各校の取組につ

いて情報交換、意見交換を行い、テーマⅡ全体の事業の推進を図る目的で以後、毎年度開催した。

この会議を踏まえ、テーマⅡ「学修成果の可視化」採択校（８校）において、入口（入学）から

出口（卒業）まで質保証を伴った大学教育を実現するための取組を推進し、各校の特色ある事例

を全国の高等教育機関に発信を行っていくことを議決した。当年度の会議では、今後の情報発信

のあり方や「高大接続改革推進事業」におけるテーマⅡ採択校のあり方、次年度に予定している

テーマⅡの共同シンポジウム等について議論が交わされた。 

 

【平成 29(2017)年度】 

 平成 29(2017)年９月、採択校の１つである東京女子大学において、テーマ内の連携緊密化と各

取組の促進を目的として事業の実務担当者による実務担当者会議を開催し、同年の活動（シンポ

ジウムの開催、実績報告書作成等）について協議を行った。また、12月と２月にあり方検討会議

を開催し、次年度のスケジュール、年度末に控えた共同シンポジウムの開催、実績報告書の作成

等について議論がなされた。12月の会議では、テーマⅡ各採択校の「学修成果の可視化」の取組

について、「授業外学修時間」、「学修成果指標としてのＧＰＡの活用」等の観点からの意見交換、

２月の会議では各校のＡＰ事業の進捗・課題についての意見交換がなされた。 

 

【平成 30(2018)年度】 

平成 30(2018)年８月に実務担当者会議を開催する予定であったが、開催当日に台風が接近した

ため、実務担当者によるメール会議を行い、平成 30年度テーマⅡ・Ⅴ共同シンポジウムの開催、

学修成果の可視化（テーマⅡ）のパンフレット（更新版）制作について協議した。 

 また、２月にあり方検討会議を実施し、シンポジウム開催、次年度のスケジュール、テーマⅡ

実績報告書の作成等について議論がなされた。特に次年度は、事業最終年度となるため、シンポ

ジウムをテーマⅡ単独で開催し、テーマⅡ採択校全てがそれぞれ成果報告を行うこととなった。

また、各校の取組状況を中心に意見交換が行われた。 

 

【令和元(2019)年度】 

 令和元(2019)年７月に実務担当者によるメール会議を開催し、年度末のテーマⅡ採択校による

成果報告会シンポジウム開催の詳細、テーマⅡ「学修成果の可視化」実績報告書の制作を決定し

た。また、２月にあり方検討会議を開催し、次年度以降のＡＰ事業の実装について意見交換を行

った。 

 

（３）シンポジウムの開催 

 平成 29(2017)年５月、文部科学省において「幹事校会議」が開催され、幹事校間で連携して、

社会へ向けてＡＰ事業の成果を発信していくことが確認された。その中で、テーマⅤ幹事校であ

３.６ 「高大接続改革推進事業」に関する取組 

 

３.６.１ 「高大接続改革推進事業」に関する取組の概要 

大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）は、平成 26(2014)年度より公募が開始され、採択された

全国の高等教育機関がこの事業に取組んできたが、平成 28(2016)年度よりＡＰ事業において、新

たなテーマ「卒業時における質保証の取組の強化」（テーマⅤ）を設定し、テーマⅠ～Ⅴまでを合

わせて、「高大接続改革推進事業」として位置づけ、採択校をチームＡＰとし、一丸となって大学

教育改革に取組んでいくこととなった。そのために各テーマに幹事校を設定し、各テーマの採択

校の取りまとめと、各テーマ間の連携の強化をしていくこと、ＡＰ事業を１年延長して行うこと

などが決定した。本学が属するテーマⅡ「学修成果の可視化」においても、幹事校を設定し、図

21のように他のテーマと連携をし、ＡＰ事業を進めていくこととなった。 

このテーマ別幹事校について、本学は申請を行い、テーマⅡ「学修成果の可視化」の幹事校と

して採択された。幹事校として、テーマⅡのパンフレット、専用ホームページの制作、テーマⅡ

共同シンポジウムの開催、テーマⅡ全体の報告書の作成などを計画した。以後、本学は幹事校と

してテーマⅡ採択校の取りまとめ、各テーマ採択校間の連携を行いながら、これらの事業を進め

ていった。 
 

 

図 21 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）「高大接続改革推進事業」イメージ 
 

３.６.２ テーマⅡ幹事校としての活動 

（１）各採択校への事業進捗状況ヒアリング及び今後の事業展開の説明 

平成 28(2016)年 10 月に、本学ＡＰ推進室の教員と事務職員で分担をし、テーマⅡ「学修成果

の可視化」で採択された本学以外の７校に対して、幹事校としての挨拶、各大学の事業進捗状況

の確認、今後のテーマⅡ採択校としての取組内容の説明を行い、合わせて意見交換を行った。 

 その中で、学修成果の可視化あり方検討会議および実務担当者会議の開催、シンポジウムの開

催を決定した。 
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出口（卒業）まで質保証を伴った大学教育を実現するための取組を推進し、各校の特色ある事例

を全国の高等教育機関に発信を行っていくことを議決した。当年度の会議では、今後の情報発信

のあり方や「高大接続改革推進事業」におけるテーマⅡ採択校のあり方、次年度に予定している

テーマⅡの共同シンポジウム等について議論が交わされた。 

 

【平成 29(2017)年度】 

 平成 29(2017)年９月、採択校の１つである東京女子大学において、テーマ内の連携緊密化と各

取組の促進を目的として事業の実務担当者による実務担当者会議を開催し、同年の活動（シンポ

ジウムの開催、実績報告書作成等）について協議を行った。また、12月と２月にあり方検討会議

を開催し、次年度のスケジュール、年度末に控えた共同シンポジウムの開催、実績報告書の作成

等について議論がなされた。12月の会議では、テーマⅡ各採択校の「学修成果の可視化」の取組

について、「授業外学修時間」、「学修成果指標としてのＧＰＡの活用」等の観点からの意見交換、

２月の会議では各校のＡＰ事業の進捗・課題についての意見交換がなされた。 

 

【平成 30(2018)年度】 

平成 30(2018)年８月に実務担当者会議を開催する予定であったが、開催当日に台風が接近した

ため、実務担当者によるメール会議を行い、平成 30年度テーマⅡ・Ⅴ共同シンポジウムの開催、

学修成果の可視化（テーマⅡ）のパンフレット（更新版）制作について協議した。 

 また、２月にあり方検討会議を実施し、シンポジウム開催、次年度のスケジュール、テーマⅡ

実績報告書の作成等について議論がなされた。特に次年度は、事業最終年度となるため、シンポ

ジウムをテーマⅡ単独で開催し、テーマⅡ採択校全てがそれぞれ成果報告を行うこととなった。

また、各校の取組状況を中心に意見交換が行われた。 

 

【令和元(2019)年度】 

 令和元(2019)年７月に実務担当者によるメール会議を開催し、年度末のテーマⅡ採択校による

成果報告会シンポジウム開催の詳細、テーマⅡ「学修成果の可視化」実績報告書の制作を決定し

た。また、２月にあり方検討会議を開催し、次年度以降のＡＰ事業の実装について意見交換を行

った。 

 

（３）シンポジウムの開催 

 平成 29(2017)年５月、文部科学省において「幹事校会議」が開催され、幹事校間で連携して、

社会へ向けてＡＰ事業の成果を発信していくことが確認された。その中で、テーマⅤ幹事校であ

３.６ 「高大接続改革推進事業」に関する取組 

 

３.６.１ 「高大接続改革推進事業」に関する取組の概要 

大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）は、平成 26(2014)年度より公募が開始され、採択された

全国の高等教育機関がこの事業に取組んできたが、平成 28(2016)年度よりＡＰ事業において、新

たなテーマ「卒業時における質保証の取組の強化」（テーマⅤ）を設定し、テーマⅠ～Ⅴまでを合

わせて、「高大接続改革推進事業」として位置づけ、採択校をチームＡＰとし、一丸となって大学

教育改革に取組んでいくこととなった。そのために各テーマに幹事校を設定し、各テーマの採択

校の取りまとめと、各テーマ間の連携の強化をしていくこと、ＡＰ事業を１年延長して行うこと

などが決定した。本学が属するテーマⅡ「学修成果の可視化」においても、幹事校を設定し、図

21のように他のテーマと連携をし、ＡＰ事業を進めていくこととなった。 

このテーマ別幹事校について、本学は申請を行い、テーマⅡ「学修成果の可視化」の幹事校と

して採択された。幹事校として、テーマⅡのパンフレット、専用ホームページの制作、テーマⅡ

共同シンポジウムの開催、テーマⅡ全体の報告書の作成などを計画した。以後、本学は幹事校と

してテーマⅡ採択校の取りまとめ、各テーマ採択校間の連携を行いながら、これらの事業を進め

ていった。 
 

 

図 21 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）「高大接続改革推進事業」イメージ 
 

３.６.２ テーマⅡ幹事校としての活動 

（１）各採択校への事業進捗状況ヒアリング及び今後の事業展開の説明 

平成 28(2016)年 10 月に、本学ＡＰ推進室の教員と事務職員で分担をし、テーマⅡ「学修成果

の可視化」で採択された本学以外の７校に対して、幹事校としての挨拶、各大学の事業進捗状況

の確認、今後のテーマⅡ採択校としての取組内容の説明を行い、合わせて意見交換を行った。 

 その中で、学修成果の可視化あり方検討会議および実務担当者会議の開催、シンポジウムの開

催を決定した。 
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【平成 30(2018)年度】 

 前年度に引き続きテーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」との共同シンポジウム「社

会が求める高等教育の質保証を考える 学修成果の可視化・卒業時の質保証」を開催した（資料５

－６）。 

 

■表題：「社会が求める高等教育の質保証を考える学修成果の可視化・卒業時の質保証」 

■日時：平成 31(2019)年２月 20日（水）13:00～16:30 

■会場：大阪工業大学 梅田キャンパス 常翔ホール 

■参加人数：250名 

■内容： 

・基調講演 

   大阪大学 高等教育・入試研究開発センター センター長 川嶋太津夫氏   

    講演テーマ：「内部質保証システムと学修成果の可視化による教育質保証に向けて」 

 ・事例報告 

・調査報告 

   株式会社リアセック 代表取締役ＣＥＯ 松村直樹氏  

    「ディプロマ・サプリメント（学修履歴証明書など）に関する調査報告～社会側の反 

応から～」 

 ・パネルディスカッション「社会が求める大学教育～ＡＰ事業の成果と今後の方向性～」 

   

 

【令和元(2019)年度】 

前年度２月のあり方検討会議を受け、当年度はテーマⅡ単独で採択８校の合同シンポジウム

「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか－テーマⅡ「学修成果の可視化」成果報告

会－」を開催することとなった（資料５－７）。 

 

■表題：「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか－テーマⅡ「学修成果の可視

化」成果報告会－」 

■日時：令和２(2020)年２月 14日（金）12:00～16:15 

■会場：一橋大学 一橋講堂 中会議場 

る日本福祉大からシンポジウムを共同開催する提案があった。テーマⅡ「学修成果の可視化」と

テーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」は、学修成果の可視化によるディプロマ・サプ

リメントの開発など、教育の質保証に取組み、学修成果を可視化する実施内容に共通点が多く、

共同開催することにより、ＡＰ事業関係者に幅広く情報発信出来、高等教育の改革をすすめる契

機となる。各々のテーマで協議した結果、平成 29(2017)年度および平成 30(2018)年度は、テーマ

Ⅱ「学修成果の可視化」（全８校）とテーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」（全 19校）

で共同シンポジウムを開催した。 

 

【平成 29(2017)年度】 

テーマⅡ、テーマⅤ（「卒業時における質保証の取組の強化」）共同シンポジウム「高等教育に

求められる質保証を考える 学修成果の可視化による教育改善と卒業時の質保証」を開催した（資

料５－５）。 

 

■表題：「高等教育に求められる質保証を考える学修成果の可視化による教育改善と卒業時の

質保証」 

■日時：平成 30(2018)年２月 16日（金）10:30～16:30 

■会場：品川ＴＨＥ ＧＲＡＮＤ ＨＡＬＬ 

■参加人数：250名 

■内容： 

 ・基調講演 

   関西国際大学 学長 濱名篤氏  

講演テーマ：「学修成果の可視化と質保証」 

早稲田大学 教育・総合科学学術院 教授 吉田文氏  

講演テーマ：「学士課程卒業時の質保証 誰のために何を保証するのか」 

 ・ポスターセッション 

・事例報告 

 ・パネルディスカッション「学修成果の可視化による質保証とＡＰの取組」 
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【平成 30(2018)年度】 

 前年度に引き続きテーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」との共同シンポジウム「社

会が求める高等教育の質保証を考える 学修成果の可視化・卒業時の質保証」を開催した（資料５

－６）。 

 

■表題：「社会が求める高等教育の質保証を考える学修成果の可視化・卒業時の質保証」 

■日時：平成 31(2019)年２月 20日（水）13:00～16:30 

■会場：大阪工業大学 梅田キャンパス 常翔ホール 

■参加人数：250名 

■内容： 

・基調講演 

   大阪大学 高等教育・入試研究開発センター センター長 川嶋太津夫氏   

    講演テーマ：「内部質保証システムと学修成果の可視化による教育質保証に向けて」 

 ・事例報告 

・調査報告 

   株式会社リアセック 代表取締役ＣＥＯ 松村直樹氏  

    「ディプロマ・サプリメント（学修履歴証明書など）に関する調査報告～社会側の反 

応から～」 

 ・パネルディスカッション「社会が求める大学教育～ＡＰ事業の成果と今後の方向性～」 

   

 

【令和元(2019)年度】 

前年度２月のあり方検討会議を受け、当年度はテーマⅡ単独で採択８校の合同シンポジウム

「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか－テーマⅡ「学修成果の可視化」成果報告

会－」を開催することとなった（資料５－７）。 

 

■表題：「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか－テーマⅡ「学修成果の可視

化」成果報告会－」 

■日時：令和２(2020)年２月 14日（金）12:00～16:15 

■会場：一橋大学 一橋講堂 中会議場 

る日本福祉大からシンポジウムを共同開催する提案があった。テーマⅡ「学修成果の可視化」と

テーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」は、学修成果の可視化によるディプロマ・サプ

リメントの開発など、教育の質保証に取組み、学修成果を可視化する実施内容に共通点が多く、

共同開催することにより、ＡＰ事業関係者に幅広く情報発信出来、高等教育の改革をすすめる契

機となる。各々のテーマで協議した結果、平成 29(2017)年度および平成 30(2018)年度は、テーマ

Ⅱ「学修成果の可視化」（全８校）とテーマⅤ「卒業時における質保証の取組の強化」（全 19校）

で共同シンポジウムを開催した。 

 

【平成 29(2017)年度】 

テーマⅡ、テーマⅤ（「卒業時における質保証の取組の強化」）共同シンポジウム「高等教育に

求められる質保証を考える 学修成果の可視化による教育改善と卒業時の質保証」を開催した（資

料５－５）。 

 

■表題：「高等教育に求められる質保証を考える学修成果の可視化による教育改善と卒業時の

質保証」 

■日時：平成 30(2018)年２月 16日（金）10:30～16:30 

■会場：品川ＴＨＥ ＧＲＡＮＤ ＨＡＬＬ 

■参加人数：250名 

■内容： 

 ・基調講演 

   関西国際大学 学長 濱名篤氏  

講演テーマ：「学修成果の可視化と質保証」 

早稲田大学 教育・総合科学学術院 教授 吉田文氏  

講演テーマ：「学士課程卒業時の質保証 誰のために何を保証するのか」 

 ・ポスターセッション 

・事例報告 

 ・パネルディスカッション「学修成果の可視化による質保証とＡＰの取組」 
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【令和元(2019)年度】 

 平成 26(2014)年度より始まった本事業の総括として、６年間の事業成果を報告する目的でテー

マⅡ実績報告書を作成した（資料５－４）。主な内容は、テーマⅡ全体の事業報告、そして各採択

校の活動報告となっている。作成された報告書は、全国の高等教育機関に発送するとともに、テ

ーマⅡのホームページにも掲載し、広く情報発信を行った。 

 

（５）テーマⅡ中間報告書の作成 

 平成 26(2014)年度～28(2016)年度の事業内容を踏まえて、中間報告書を作成した（資料５－２）。

これまでの取組内容のそれぞれにおいて、目標と成果、さらに見えてきた課題と今後の取組につ

いて明確化し、事業全体の完遂に向けた整理を行っており、高等教育機関を中心に約 800件郵送

した。 

 

（６）テーマⅡ実績報告書の作成 

 テーマⅡ「学修成果の可視化」採択８校の平成 26(2014)年度からの実績報告書を作成し（資料

５－４）、全国の高等教育機関への周知を図り事例を情報提供する。令和２(2020)年３月に発行し、

高等教育機関およびＡＰ事業関係者を中心に約 850件送付した。 

 

３.６.３ 学生活動実績認定シートの開発と運用 

（１）学生活動実績認定シートの概要 

平成 28(2016)年度にＡＰ事業が「高大接続改革推進事業」に位置づけられ、既採択分も含めＡ

Ｐの全テーマを 1つの事業とし、入口から出口まで教育の質保証を行うこととなった。特に各採

択校には卒業時の教育成果の質保証を行うことが要請された。 

本学では、すでにある質保証の仕組みともいえる修学簿（成績表）では十分に表すことのでき

ない学生の在学期間中の活動を大学が「学生活動実績認定シート」として書面で保証する、とい

う新たな仕組みを開発することとした（資料５－８）。保証する内容は大きく以下の２点である。

第１に、取得単位数とそれぞれの成績のみでは十分に測ることのできない卒業時に身につけてい

るべき能力の獲得度合いをＤＰポイントとして示す。第２に、在学中に取得した資格や学内外で

の表彰など、学修に関連する学生の活動成果を大学が保証するものである。本学の場合、特に採

択されたＡＰのテーマに深くかかわる、学生の実践活動を積極的に評価している。 

 

（２）開発経緯 

【平成 29(2017)年度】 

学生活動実績認定シートの開発に先立って地元企業へニーズ調査を実施した。その結果、採用

に関連して、学生の種々の活動を大学が保証することについて特に小規模事業所において好意的

な回答が多かった。 

それらを踏まえ、シートの全体的なコンセプトを定めた。記載内容に関して、当初は学生自身

に活動内容を記入してもらうという案も検討したが、大学として保証する際に内容の正しさを担

保できないとして見送られた。加えて、このシートに成績表を補完する役割を想定しているため、

■参加人数：105名 

■内容： 

 ・基調講演 

   同志社大学 社会学研究科・学部教授 高等教育・学生研究センター長  山田礼子氏   

講演テーマ：「学習成果の可視化に向けて：学修成果の測定はどのような意味があり課

題があるのか？」  

・事例報告 

 ・パネルディスカッション「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）テーマⅡ「学修成果の可視化」に関する情報発信 

【平成 28(2016)年度】 

平成 29(2017)年２月の「あり方検討会議」の議論を受け、「学修成果の可視化」に関する採択

８校の取組内容を全国の高等教育機関に情報発信していくことを目的に、学修成果の可視化に関

するパンフレットの作成と専用ホームページの開設を行った。パンフレットは、採択８校のこれ

までの取組内容の紹介や見えてきた課題、これからの事業展開等について、広く情報発信してい

くことを目指し作成された（資料５－１）。ホームページには、テーマⅡに関する様々な情報（各

採択校の取組やお知らせ、パンフレット、報告書など）を掲載し、他のテーマのホームページの

リンクも掲載している。 

 

【平成 29(2017)年度】 

 テーマⅡ「学修成果の可視化」の平成 29(2017)年度までの事業成果を報告する目的で、中間実

績報告書を作成し（資料５－２）、全国の高等教育機関に発送を行った。主な内容は、テーマⅡ全

体の事業報告、そして各採択校の活動報告となっている。また、本報告書はテーマⅡのホームペ

ージにも掲載し、広く情報発信を行った。 

 

【平成 30(2018)年度】 

平成 28(2016)年度に作成したテーマⅡパンフレットの更新版を作成し（資料５－３）、全国の

高等教育機関へ郵送を行った。内容としては、各採択校の「学校の特徴」、「活動実績」、「特色あ

る取組」、「今後の取組」となっている。また、このテーマⅡパンフレット更新版は、平成 29(2017)

年度に作成した実績報告書同様、テーマⅡのホームページに掲載し、広く情報発信を行った。 
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【令和元(2019)年度】 

 平成 26(2014)年度より始まった本事業の総括として、６年間の事業成果を報告する目的でテー

マⅡ実績報告書を作成した（資料５－４）。主な内容は、テーマⅡ全体の事業報告、そして各採択

校の活動報告となっている。作成された報告書は、全国の高等教育機関に発送するとともに、テ
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■参加人数：105名 

■内容： 

 ・基調講演 

   同志社大学 社会学研究科・学部教授 高等教育・学生研究センター長  山田礼子氏   

講演テーマ：「学習成果の可視化に向けて：学修成果の測定はどのような意味があり課

題があるのか？」  

・事例報告 

 ・パネルディスカッション「学修成果の可視化は大学教育をどのように変えたか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）テーマⅡ「学修成果の可視化」に関する情報発信 
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【平成 29(2017)年度】 
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績報告書を作成し（資料５－２）、全国の高等教育機関に発送を行った。主な内容は、テーマⅡ全

体の事業報告、そして各採択校の活動報告となっている。また、本報告書はテーマⅡのホームペ
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【平成 30(2018)年度】 

平成 28(2016)年度に作成したテーマⅡパンフレットの更新版を作成し（資料５－３）、全国の
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年度に作成した実績報告書同様、テーマⅡのホームページに掲載し、広く情報発信を行った。 
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【令和元(2019)年度】 

前年度にシートを受け取った在校生（４年生）53人を対象に協力を募り、本シートに関するア

ンケート調査を行い、34人から回答を得た。 

このアンケート結果を踏まえて、令和元(2019)年度発行するシートの内容について、前年度記

載した項目に加え、学生から要望のあった「取得資格」、「実践活動」、「特記事項」も各学科・学

類にフィードバックし、シート記載項目の調整をはかった。記載項目の確定に合わせて、各学科・

学類の３年生の成績優秀者それぞれ 10 名、計 150 名を対象に同シートの発行希望を尋ね、希望

者それぞれに記載データの提出と確認をしてもらい、前年度同様、発行担当者が一つ一つ内容の

正しさを確認し、結果として、全学科・学類の学生に発行し、総数は 84名だった。 

 

（３）今後の課題 

「学生活動実績認定シート」は、新カリキュラムで学修する令和元(2019)年度入学生を対象に、

自動発行に移行することを目指し、試験発行中である。 

現在、本シートの発行に至る過程で多くの作業を伴っている。まず、年度ごとに本学全体で認

定する項目および各学科・学類が認定する項目の抽出・確認・調整を行う。該当年度の大学全体

の項目確定後、対象学生に発行希望を尋ね、学生が認識する認定項目情報を自己申告してもらう。

その後、本学が把握している情報と学生が申告した情報を確認し、本学が認識してない資格等の

証拠（合格証など）を学生に提示してもらい、学生単位一つ一つ内容を確認したうえで、シート

を手作りで作成し、発行している。 

将来的に、全学生に対して自動発行という形式が望ましい。しかし、各学科・学類が認定する

資格・実践活動項目のアップデートや学生の資格・実践活動などの情報収集と確認に関して、多

くのプロセスを要すること、同時に内容の正確性を求められること、全自動化にはシステム構築

に係る費用を投じなければならないことなど、多くの課題がある。 

  

最終的な運用形態は成績表と同様に全学生に自動発行できるようになることを想定した（図 22）。

しかし、シートそのものの認知度の低さ、取扱うデータの複雑さなど、自動発行までには多くの

困難が予想されることもあり、当面は周知を行いつつ試験発行をしながら課題の発見を進めるこ

ととして、新しいＤＰに基づく新カリキュラムで学修する令和元(2019)年度入学生対象に自動発

行に移行することを目指すこととした。 

平成 29(2017)年度は、シートのシステム実装へ向けて準備を行い、地域創生学群の一部の学生

に対して発行することとし、ＤＰポイントの算出方法を定めた。そして、地域創生学群と情報総

合センターと緊密に連絡を取り、シートへの記載項目、記載方法・内容などを詰め、数名の地域

創生学群の学生に手作りの「学生活動実績認定シート」を発行した。 

 

 

図 22 「学生活動実績認定シート運用図」 

 

【平成 30(2018)年度】 

平成 30(2018)年度には、全学科・学類の学生にシートの発行を行った。学内において本シート

はほとんど知られていなかったため、秋季の全学教員必修ＦＤにおいて、取組の紹介を行い、周

知を図った。 

そのうえで、学位授与の単位である各学科・学類に、「取得資格」、「実践活動」、「特記事項」と

いう３つの区分に関して、記載項目及び内容を選定してもらった（資料５－８）。ただし、学科・

学類により記載を希望する項目の多寡や、記載内容の表現等の相違などについて、全学的な統一

感という観点から調整を行った。 

記載項目の確定に合わせて、平成 30(2018)年度は成績優秀者のうちの希望者に発行することと

した。各学科・学類の３、４年生の成績優秀者それぞれ 10名に希望を尋ね、希望者それぞれに記

載データの提出と確認をしてもらい、提出データについては発行担当者が一つ一つ正しさを確認

した。結果的に、全学科・学類の学生に発行し総数は 115名だった。 
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 全学共通のＡＰ・ＣＰ・ＤＰの策定は計画通りであるが、シラバスの記載内容・実施につい

て検討の余地がある。３ポリシーの内容については、今後のカリキュラム改編を見据えて計画

的に対処しようとしている。 

・全学アンケート開発（評価：Ａ） 

  高く評価できる。今後は学生の負担を減じる施策や分析の精度の向上、実施体制の整備を期

待する。 

・ポートフォリオ（評価：Ｂ） 

  予算削減の中、オープンソースを用いる等努力が見える。学生の振り返りをどのように効率

化するか検討を期待する。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）  

実践型教育活動の調査は計画通り進んでおり、高く評価できる。社会波及効果の調査は難し

い課題であるが、今後も果敢な取組を期待する。 

・広報（評価：Ａ）    

組織内部への広報展開が積極的に行われている。 

・フォーラム（評価：Ａ～Ｂ）  

参加教員数に課題はあるものの、適正かつ有効に進められている。 

・ＦＤ研修（評価：Ａ～Ｃ）  

参加者数や告知方法に課題が残る。ＡＰの事業内容について、研修や講演、ワークショップ

等がもっと有効に実施されることを期待する。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

計画通りに活動が行われている。 

・先進地視察（評価：Ａ～Ｂ）  

計画通りに活動が行われている。 

 

【第３回：平成 28(2016)年度】 

■開催日：平成 29(2017)年３月 21日（火）10:00～12:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｃ）  

全学的な取組として計画通りに活動が行われている。シラバスには工夫が必要。 

・全学アンケート開発（評価：Ａ）    

学生に回答を促す工夫がみられる。 

・ポートフォリオ（評価：Ａ～Ｂ）  

全学的な共通認識化を進め、システム制作に取組んでおり評価できる。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ）    

実践型教育に関する先進的かつ多面的な評価方法の開発が具現化されている。 

・広報（評価：Ａ）    

学内外への広報活動が継続的に実施されている。 

・フォーラム（評価：Ａ）    

３.７ 外部評価 

 

 外部評価の目的はＡＰ事業の進捗状況について、学修成果の可視化に精通した外部委員を通し

て客観的に評価していただき、有意義なアドバイスを受けながら、次年度以降の取組について充

実を図るということである。 

本学は平成 26(2014)年度から令和元(2019)年度まで、各年度末に「大学教育再生加速プログラ

ム評価委員会」を開催し、外部評価委員より６度の評価を受けた。 

評価委員は沖裕貴先生（立命館大学）、梶谷克彦先生（西日本工業大学）、佐藤浩章先生（大阪

大学）、福島規子先生（九州国際大学）、山川肖美先生（広島修道大学）の５名となっている。 

評価基準は、Ａ：計画どおり、Ｂ：概ね計画どおり、Ｃ：やや遅れている、Ｄ：重大な改善事

項がある、の４段階評価となっており、それぞれの評価項目について議論した上で公正に評価い

ただいている。第１回から第５回までの評価は次の通りである。 

 

【第１回：平成 26(2014)年度】 

■開催日：平成 27(2015)年３月 30日（月）14:00～17:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ７０３会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｂ） 

  全学共通のＡＰ・ＣＰ・ＤＰの策定は計画通り、シラバスの記載内容の整備についての協議

が実施されている。 

・全学アンケート開発（評価：Ｃ～Ｄ） 

 改善すべき課題がある。本事業の重要なところであり、目的を明確化して理論的な枠組み 

から開発が必要。 

・ポートフォリオ（評価：Ａ～Ｂ） 

計画通り構築中であることが認められる。実践的なシステムが完成することを期待する。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ｃ～Ｄ） 

 改善すべき課題がある。全体像や理論的枠組みが見えない。今後の十分な研究と調査を期待

する。 

・広報（評価：Ａ～Ｂ） 

 計画通りに実施されている。ターゲットに合わせた効果的な取組を期待する。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ） 

  計画通りに活動が行われている。 

・先進地視察（評価：Ａ～Ｂ） 

 計画通りに活動が行われている。 

 

【第２回：平成 27(2015)年度】 

■開催日：平成 28(2016)年３月 30日（水）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ７０３会議室 

・申請要件取組（評価：Ｂ～Ｃ） 
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 全学共通のＡＰ・ＣＰ・ＤＰの策定は計画通りであるが、シラバスの記載内容・実施につい

て検討の余地がある。３ポリシーの内容については、今後のカリキュラム改編を見据えて計画

的に対処しようとしている。 

・全学アンケート開発（評価：Ａ） 

  高く評価できる。今後は学生の負担を減じる施策や分析の精度の向上、実施体制の整備を期

待する。 

・ポートフォリオ（評価：Ｂ） 

  予算削減の中、オープンソースを用いる等努力が見える。学生の振り返りをどのように効率

化するか検討を期待する。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）  

実践型教育活動の調査は計画通り進んでおり、高く評価できる。社会波及効果の調査は難し

い課題であるが、今後も果敢な取組を期待する。 

・広報（評価：Ａ）    

組織内部への広報展開が積極的に行われている。 

・フォーラム（評価：Ａ～Ｂ）  

参加教員数に課題はあるものの、適正かつ有効に進められている。 

・ＦＤ研修（評価：Ａ～Ｃ）  

参加者数や告知方法に課題が残る。ＡＰの事業内容について、研修や講演、ワークショップ

等がもっと有効に実施されることを期待する。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

計画通りに活動が行われている。 

・先進地視察（評価：Ａ～Ｂ）  

計画通りに活動が行われている。 

 

【第３回：平成 28(2016)年度】 

■開催日：平成 29(2017)年３月 21日（火）10:00～12:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｃ）  

全学的な取組として計画通りに活動が行われている。シラバスには工夫が必要。 

・全学アンケート開発（評価：Ａ）    

学生に回答を促す工夫がみられる。 

・ポートフォリオ（評価：Ａ～Ｂ）  

全学的な共通認識化を進め、システム制作に取組んでおり評価できる。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ）    

実践型教育に関する先進的かつ多面的な評価方法の開発が具現化されている。 

・広報（評価：Ａ）    

学内外への広報活動が継続的に実施されている。 

・フォーラム（評価：Ａ）    

３.７ 外部評価 

 

 外部評価の目的はＡＰ事業の進捗状況について、学修成果の可視化に精通した外部委員を通し

て客観的に評価していただき、有意義なアドバイスを受けながら、次年度以降の取組について充

実を図るということである。 

本学は平成 26(2014)年度から令和元(2019)年度まで、各年度末に「大学教育再生加速プログラ

ム評価委員会」を開催し、外部評価委員より６度の評価を受けた。 

評価委員は沖裕貴先生（立命館大学）、梶谷克彦先生（西日本工業大学）、佐藤浩章先生（大阪

大学）、福島規子先生（九州国際大学）、山川肖美先生（広島修道大学）の５名となっている。 

評価基準は、Ａ：計画どおり、Ｂ：概ね計画どおり、Ｃ：やや遅れている、Ｄ：重大な改善事

項がある、の４段階評価となっており、それぞれの評価項目について議論した上で公正に評価い

ただいている。第１回から第５回までの評価は次の通りである。 

 

【第１回：平成 26(2014)年度】 

■開催日：平成 27(2015)年３月 30日（月）14:00～17:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ７０３会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｂ） 

  全学共通のＡＰ・ＣＰ・ＤＰの策定は計画通り、シラバスの記載内容の整備についての協議

が実施されている。 

・全学アンケート開発（評価：Ｃ～Ｄ） 

 改善すべき課題がある。本事業の重要なところであり、目的を明確化して理論的な枠組み 

から開発が必要。 

・ポートフォリオ（評価：Ａ～Ｂ） 

計画通り構築中であることが認められる。実践的なシステムが完成することを期待する。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ｃ～Ｄ） 

 改善すべき課題がある。全体像や理論的枠組みが見えない。今後の十分な研究と調査を期待

する。 

・広報（評価：Ａ～Ｂ） 

 計画通りに実施されている。ターゲットに合わせた効果的な取組を期待する。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ） 

  計画通りに活動が行われている。 

・先進地視察（評価：Ａ～Ｂ） 

 計画通りに活動が行われている。 

 

【第２回：平成 27(2015)年度】 

■開催日：平成 28(2016)年３月 30日（水）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ７０３会議室 

・申請要件取組（評価：Ｂ～Ｃ） 
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目標・成果・課題・今後の取組など明確な記載がある。 

 

  
 

【第５回：平成 30(2018)年度】 

■開催日：平成 31(2019)年３月 22日（金）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｄ） 

 毎年度、シラバスの記載内容を改善し、全教員に改善点が周知できるよう努めている。シラ

バスの記述の現状把握と分析、それを踏まえた報告がなされるべき。 

・アンケート等の実施状況（評価：Ａ～Ｃ）  

回答率を上げる工夫が取られ評価する。アンケート結果の評価と分析が必要。 

・教育ポートフォリオ運用（評価：Ａ～Ｂ）  

全学展開にあたり、学生へどう普及し、寄与するのか、運用に向けた促進策を検討すべき。

ポートフォリオを学生がどのように活用しているのか成果を明確にして欲しい。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）  

数値目標の難しい実践活動力をレーダーチャート式で継続的に評価し、学生自身が把握・内

省する仕組みは評価する。実践型教育の学部、学科で得た結果をどのように教育改善に反映で

きるか不明。 

・広報活動（評価：Ａ）    

学内外へのＰＲが適切に出来ている。 

・シンポジウムの開催（評価：Ａ）    

基調講演だけでなく情報共有できる場所として機能している。 

・ＦＤ研修、ＡＰデータ分析情報提供（評価：Ａ～Ｂ）  

すべての教職員が研修に参加出来るよう、工夫して開催している。研修に対する評価が必要。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

しっかりとした体制と運営で計画通りに実施されている。 

・学生活動実績認定シートの開発（評価：Ａ）    

大学での学びを可視化し、就職活動の有効ツールになる。全員に発行できる体制を作っても

らうと同時に、その有用性についても一定の検証をしてもらいたい。 

精力的に取組んだ姿勢が伺える内容であると判断する。 

・ＦＤ研修（評価：Ａ～Ｂ）  

高い参加率で実施されている。欠席者フォローも実施している。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

組織として適格な運営がされている。 

・学生活動実績認定シート（仮称）（評価：Ａ～Ｂ）  

地元企業に聞き取り調査を行うなど、シート設計は評価できる。 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

精力的な取組姿勢が伺える。 

・中間報告書（評価：Ａ～Ｂ）  

目標・成果・課題・今後の取組など明確な記載がある。 

 

【第４回：平成 29(2017)年度】 

■開催日：平成 30(2018)年３月 22日（木）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｃ）  

計画通りに活動が行われている。シラバスは到達目標ごとに評価方法を記載することが必要。 

・アンケート等の実施状況（評価：Ａ）    

おおむね当初の計画通りにすすんでいる。授業満足度の要因分析が課題。 

・教育ポートフォリオ運用（評価：Ｂ）    

全学展開する際の方針の明確化が課題。ポートフォリオをどのように評価し、どのように効

果があるかについても分析していくことが肝要。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）   

フィールドワークの「学修成果の可視化」が本取組の肝。評価結果の関連付けとフィードバ

ックを検討されたい。 

・広報活動（評価：Ａ）    

学内外への広報活動が継続的に実施されている。 

・シンポジウムの開催（評価：Ａ）    

適切かつ効果的に遂行している。 

・ＦＤ研修、ＡＰデータ分析情報提供（評価：Ｂ）    

ＦＤ研修の実施結果をわかるようにしてほしい。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

全学で事業推進できる体制が整っており、精力的に協議を重ねている。 

・学生活動実績認定シートの開発（評価：Ａ～Ｂ）  

より実効性のある効果的なものを完成してほしい。 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

精力的な取組姿勢が伺える。 

・中間報告書の作成、発行（評価：Ａ）    
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目標・成果・課題・今後の取組など明確な記載がある。 

 

  
 

【第５回：平成 30(2018)年度】 

■開催日：平成 31(2019)年３月 22日（金）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｄ） 

 毎年度、シラバスの記載内容を改善し、全教員に改善点が周知できるよう努めている。シラ

バスの記述の現状把握と分析、それを踏まえた報告がなされるべき。 

・アンケート等の実施状況（評価：Ａ～Ｃ）  

回答率を上げる工夫が取られ評価する。アンケート結果の評価と分析が必要。 

・教育ポートフォリオ運用（評価：Ａ～Ｂ）  

全学展開にあたり、学生へどう普及し、寄与するのか、運用に向けた促進策を検討すべき。

ポートフォリオを学生がどのように活用しているのか成果を明確にして欲しい。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）  

数値目標の難しい実践活動力をレーダーチャート式で継続的に評価し、学生自身が把握・内

省する仕組みは評価する。実践型教育の学部、学科で得た結果をどのように教育改善に反映で

きるか不明。 

・広報活動（評価：Ａ）    

学内外へのＰＲが適切に出来ている。 

・シンポジウムの開催（評価：Ａ）    

基調講演だけでなく情報共有できる場所として機能している。 

・ＦＤ研修、ＡＰデータ分析情報提供（評価：Ａ～Ｂ）  

すべての教職員が研修に参加出来るよう、工夫して開催している。研修に対する評価が必要。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

しっかりとした体制と運営で計画通りに実施されている。 

・学生活動実績認定シートの開発（評価：Ａ）    

大学での学びを可視化し、就職活動の有効ツールになる。全員に発行できる体制を作っても

らうと同時に、その有用性についても一定の検証をしてもらいたい。 

精力的に取組んだ姿勢が伺える内容であると判断する。 

・ＦＤ研修（評価：Ａ～Ｂ）  

高い参加率で実施されている。欠席者フォローも実施している。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

組織として適格な運営がされている。 

・学生活動実績認定シート（仮称）（評価：Ａ～Ｂ）  

地元企業に聞き取り調査を行うなど、シート設計は評価できる。 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

精力的な取組姿勢が伺える。 

・中間報告書（評価：Ａ～Ｂ）  

目標・成果・課題・今後の取組など明確な記載がある。 

 

【第４回：平成 29(2017)年度】 

■開催日：平成 30(2018)年３月 22日（木）14:00～16:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 

・申請要件取組（評価：Ａ～Ｃ）  

計画通りに活動が行われている。シラバスは到達目標ごとに評価方法を記載することが必要。 

・アンケート等の実施状況（評価：Ａ）    

おおむね当初の計画通りにすすんでいる。授業満足度の要因分析が課題。 

・教育ポートフォリオ運用（評価：Ｂ）    

全学展開する際の方針の明確化が課題。ポートフォリオをどのように評価し、どのように効

果があるかについても分析していくことが肝要。 

・実践型教育における学生評価・社会波及効果（評価：Ａ～Ｂ）   

フィールドワークの「学修成果の可視化」が本取組の肝。評価結果の関連付けとフィードバ

ックを検討されたい。 

・広報活動（評価：Ａ）    

学内外への広報活動が継続的に実施されている。 

・シンポジウムの開催（評価：Ａ）    

適切かつ効果的に遂行している。 

・ＦＤ研修、ＡＰデータ分析情報提供（評価：Ｂ）    

ＦＤ研修の実施結果をわかるようにしてほしい。 

・実施体制整備と運営（評価：Ａ）    

全学で事業推進できる体制が整っており、精力的に協議を重ねている。 

・学生活動実績認定シートの開発（評価：Ａ～Ｂ）  

より実効性のある効果的なものを完成してほしい。 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

精力的な取組姿勢が伺える。 

・中間報告書の作成、発行（評価：Ａ）    
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第４章 本事業の成果 

４．１ ＡＰ事業の推進体制構築 

 
ＡＰ事業申請の基礎要件がいくつか存在したが、その中でも以下の３つが主なものであった。

３つのポリシーの策定、学修行動調査の実施と授業外学修時間の伸長に関する目標設定、シラバ

スの整備である。ＡＰ事業を推進することは、本来大学としての教学マネジメントを遂行する上

での重要な要素について大学に検討、整備を求める機会となった。 

本学ではＡＰ事業に採択を受けた平成 26(2014)年度には、ＡＰ事業の採択の可否に関係なく、

当時のカリキュラムにおいて３つのポリシーの整備を進めていた。ただし、アドミッション・ポ

リシーについては、各学科・学類独自には設定されておらず、全学的なものしか存在しなかった

ため、ＡＰ事業採択を受けて各学科・学類のアドミッション・ポリシーを平成 26(2014)年度中に

策定した。その後間もなく平成 29(2017)年度からスタートする第３期中期計画の策定が始まり、

その中で新しいカリキュラムの施行が令和元(2019)年度からと想定された。従って、新たに各学

科・学類において新カリキュラムに応じた３つのポリシーの策定に再度取り掛かることとなった。

平成 28(2016)年度の教育研究審議会において令和元(2019)年度スタートの新カリキュラムにお

ける３つのポリシーが策定された。このように、ＡＰ事業への採択が新カリキュラムに関する３

つのポリシーの策定のドライブになったと言えるだろう。 

学修行動調査に関しては、当時本学では学生の学修時間を調査したことはなかった。また、授

業満足度に関しては、各科目の満足度調査を「授業アンケート」として毎学期全科目で実施して

いたが、授業全体の満足度についてはデータを持たなかった。ＡＰ事業の採択を受け、平成

27(2015)年度にアンケート用紙形式にて学生の授業外学修時間と大学授業全体の満足度を尋ねる

アンケートを実施した。初回は回答率が全学生の 20％程度であったが、平成 28(2016)年度からは

回答率 100％を目指すべく、４月の履修登録時に web 上にて回答を促す仕組みを開発し、以来そ

の形式でアンケートを実施することになった。 

授業外学修時間と大学授業全体満足度のこれまでの結果をみてみる（図１、２）。サンプル数の

違いや、授業外学修時間の定義の変更などから、正確な経年比較については慎重になる必要があ

るが、ここ数年の傾向としては、授業全体の満足度は僅かに上昇傾向にあり、授業外学修時間に

関しては、全体的には短くなる傾向にあると言えるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１ 授業外学修時間全学平均の推移  図２ 大学授業全体満足度全学平均の推移 

（※web調査を行った１～３年生を対象。授業全体満足度は、満足：４、やや満足：３、やや不

満：２、不満：１ として計算） 

 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

合同会議開催など幹事校の役割を十二分に果たしている。 

・テーマⅡパンフレット更新版の作成（評価：Ａ）    

適切に更新し、取組と成果を広く発信することができている。 

 

【第６回：令和元(2019)年度】※開催予定 

■開催日：令和２(2020)年３月 19日（木）13:00～15:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 
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第４章 本事業の成果 

４．１ ＡＰ事業の推進体制構築 

 
ＡＰ事業申請の基礎要件がいくつか存在したが、その中でも以下の３つが主なものであった。

３つのポリシーの策定、学修行動調査の実施と授業外学修時間の伸長に関する目標設定、シラバ

スの整備である。ＡＰ事業を推進することは、本来大学としての教学マネジメントを遂行する上

での重要な要素について大学に検討、整備を求める機会となった。 

本学ではＡＰ事業に採択を受けた平成 26(2014)年度には、ＡＰ事業の採択の可否に関係なく、

当時のカリキュラムにおいて３つのポリシーの整備を進めていた。ただし、アドミッション・ポ

リシーについては、各学科・学類独自には設定されておらず、全学的なものしか存在しなかった

ため、ＡＰ事業採択を受けて各学科・学類のアドミッション・ポリシーを平成 26(2014)年度中に

策定した。その後間もなく平成 29(2017)年度からスタートする第３期中期計画の策定が始まり、

その中で新しいカリキュラムの施行が令和元(2019)年度からと想定された。従って、新たに各学

科・学類において新カリキュラムに応じた３つのポリシーの策定に再度取り掛かることとなった。

平成 28(2016)年度の教育研究審議会において令和元(2019)年度スタートの新カリキュラムにお

ける３つのポリシーが策定された。このように、ＡＰ事業への採択が新カリキュラムに関する３

つのポリシーの策定のドライブになったと言えるだろう。 

学修行動調査に関しては、当時本学では学生の学修時間を調査したことはなかった。また、授

業満足度に関しては、各科目の満足度調査を「授業アンケート」として毎学期全科目で実施して

いたが、授業全体の満足度についてはデータを持たなかった。ＡＰ事業の採択を受け、平成

27(2015)年度にアンケート用紙形式にて学生の授業外学修時間と大学授業全体の満足度を尋ねる

アンケートを実施した。初回は回答率が全学生の 20％程度であったが、平成 28(2016)年度からは

回答率 100％を目指すべく、４月の履修登録時に web 上にて回答を促す仕組みを開発し、以来そ

の形式でアンケートを実施することになった。 

授業外学修時間と大学授業全体満足度のこれまでの結果をみてみる（図１、２）。サンプル数の

違いや、授業外学修時間の定義の変更などから、正確な経年比較については慎重になる必要があ

るが、ここ数年の傾向としては、授業全体の満足度は僅かに上昇傾向にあり、授業外学修時間に

関しては、全体的には短くなる傾向にあると言えるだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図１ 授業外学修時間全学平均の推移  図２ 大学授業全体満足度全学平均の推移 

（※web調査を行った１～３年生を対象。授業全体満足度は、満足：４、やや満足：３、やや不

満：２、不満：１ として計算） 

 

・テーマⅡ幹事校業務（評価：Ａ）    

合同会議開催など幹事校の役割を十二分に果たしている。 

・テーマⅡパンフレット更新版の作成（評価：Ａ）    

適切に更新し、取組と成果を広く発信することができている。 

 

【第６回：令和元(2019)年度】※開催予定 

■開催日：令和２(2020)年３月 19日（木）13:00～15:00 

■会 場：北九州市立大学 北方キャンパス Ｅ５１２会議室 
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コメント欄を設けた。学生は学内のイントラネット上から簡単にアクセスすることが可能である。 

本学のＡＰ事業の大きな目的の一つとして、地域で活動する学生の能力を可能な限り正確に測

定し、学生の成長に資する評価システムを開発することがあった。それまでに地域創生学群で用

いられていた「地域活動力」をベースに「実践活動力」を開発した。また、学生の能力を、同じ

プロジェクトチームのメンバー、地域の方からの評価を通じ、多面的に評価する仕組みを構築し

た。それに加えて、学生たちの実践的な活動が、どの程度地域にインパクトをもたらしているの

かについて、市民調査を実施する機会も設けることができた。以上のように、学生の学修成果を

可視化し、学生の成長を促すための仕組みを構築できたことは、ＡＰ事業の大きな成果である。 

 ＡＰ事業が５年間から６年間に伸び、「高大接続改革事業」と展開されたことを受けて、本学が

行った取組が、「学生活動実績認定シート」の制作とテーマⅡ幹事校としての役割推進である。 

学生活動実績認定シートは、ＤＰポイント、留学経験、取得資格、実践活動の経験などを１枚

のシートに表示し、就職活動等に活用してもらう目的で制作された。制作にあたっては、各部局

に散在している情報をいかに集約するかが非常に困難な作業となった。しかし、各部局の積極的

な協力により、平成 29(2017)年度から試験発行を開始することができた。 

テーマⅡの幹事校業務については、ＡＰ事業テーマⅡの方向性を考える「あり方検討会議」や

「実務担当者会議」の運営、各大学のＡＰ事業の成果をまとめる報告書の作成、年度のＡＰ事業

の成果を報告するシンポジウムの開催など多岐にわたる業務を行ってきた。特にシンポジウムの

開催にあたっては、平成 29(2017)年度、30(2018)年度はテーマⅤとの共同で開催し、テーマⅤの

幹事校である日本福祉大学との協働が進められた。幹事校となったことで、積極的に他校のＡＰ

事業の推進に触れる機会が多かったことは、本学の事業推進にも、少なからず良い影響をもたら

してくれたのではないだろうか。 

以上のように、ＡＰ事業の採択を受けたことで、学修成果の可視化による教学マネジメントが

加速度的に進んだと言える。それにさらに大きな役割を果たしたのが、外部評価委員会である。

各年度末にＡＰ事業の評価をいただくこととで、本学の取組の良い点、改善点を的確に指摘して

いただいたことは、ＡＰ事業推進のみならず、本学の今後の教学マネジメントに対して大きな示

唆をいただいたと考える。 

 

４．３ 今後の課題 

 

ＡＰ事業は令和元(2019)年度をもって文部科学省の補助事業としては終了する。しかし、学生

の学修成果を最大化する試みは、今後も永続的に行っていかなければならない。そのためにも、

ＡＰ事業の推進において見えてきた課題を記しておきたい。 

まず、学生の「事前・事後学修時間」が伸びないことをどのように考えるかである。ＡＰ事業

としては「週 15時間」を目指したものの、目標達成には至らなかった。しかし、シラバス記載状

況の調査や、先駆的な大学の事例等から、シラバスにおいて事前・事後学修の方法を詳細にわた

り明記すること、何度かレポートや課題を提示し成績評価に組み入れることなどが授業外学修時

間の伸長に対する鍵を握っていると思われる。現在のシラバス記述状況を確認すると、事前・事

後学修の指示が明確でないものが多くなっている。そのためにも、Moodleを更に活用することが

シラバスの整備もＡＰ事業申請の基礎要件であったため、早急にシステム改修が必要となった

が、事業採択当初は予算措置をしていないこともあり、すぐにシラバスシステムに手を入れるこ

とは難しいことが判明した。「履修上の注意欄」に事前・事後学修の指示を明記し、平成 29(2017)

年度シラバスからはシステム改修を行い、「事前・事後学修の内容」という項目を必須記入項目と

して設定することができた。 

ＦＤに関してはそれまで、全学のＦＤ委員会がその計画を立て実施をする方式と、各学部・学

群、学科・学類で計画して実施する方式があったが、テーマは様々であった。ＡＰ事業採択後は、

ＡＰ事業としてＦＤ研修を実施する枠組を加えて、年に１度学修成果の可視化をテーマにこれま

でＦＤ研修を実施した。内容としては、学修行動調査の結果報告、ＡＰ事業の進捗に関する報告、

授業改善や教学マネジメントに関する講演などである。例年、ＡＰ事業自体の認知度や大学が目

指している方向性などを丁寧に各教員に説明、理解を得るように努めた。多くの教員が研修に参

加するようになり、ＡＰ事業で何を目指しているのかの一定の理解は進んだのではないかと考え

る。 

学内にＡＰ事業の周知を促進する手段として、「えいぴー通信」を発行した。平成 27(2015)年

５月に第 1号を発行して以来、令和２(2020)年３月までで 14号を発行した。ＡＰ事業の紹介、学

修行動調査の結果報告、シンポジウムの成果報告等を記事として取り上げ、教職員に周知してき

た。本学ＡＰ事業のＨＰに掲載するだけでなく、各教員には全員に配布することでその周知を図

ってきた。徐々に学内の教員からＡＰ事業について声を掛けられることも多くなり、着実に認知

度は高まっていったと考える。 

 

４．２ 学修成果の可視化において果たせたこと 

 

学生の学修成果を可視化することは、学生自身の成長を促す一助になることにとどまらず、大

学がその教育システムの効果を検証し教育改善に活用するという教学マネジメントにおいても非

常に重要な取組である。本学ではＡＰ事業採択を受けて、本格的にこのテーマに取組むこととな

った。その推進にあたっては、新たに「ＡＰ推進室」「ＡＰ運営委員会」を設置し、集中的専門的

に事業推進しつつ、全学的にオーソライズする組織を構築した。 

まずは、学生の学修がどの程度進んでいるのかを可視化するために、「ＤＰポイント」の開発を

行った。他大学の類似指標の調査を行い、本学の状況に合わせて開発を進めた。卒業時に平均的

に身につけている状態を 100として、各科目のディプロマ・ポリシーの観点（①知識・理解、②

技能、③思考・判断・表現、④関心・意欲・態度）の重みづけと取得したＧＰＡのレベルから、

身につけた能力をポイントとして表示する仕組みである（令和元(2019)年度入学生より新カリキ

ュラムが施行されており、ここでは①知識、②技能、③思考・判断・表現、④コミュニケーショ

ン力、⑤自律的行動力の５つの観点が設定されている）。 

そのＤＰポイントを学生にフィードバックし、学修成果の確認と振り返りを促しつつ、その後

の学修計画に資するために構築したのが、「北九大教育ポートフォリオシステム」である。予算上、

既存のシステムである「mahara」をベースに、一部改修を行いながらシステム構築を進めた。Ｄ

Ｐポイントは、観点別にレーダーチャート式で表示し、学修の振り返りや今後の計画を立案する
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定し、学生の成長に資する評価システムを開発することがあった。それまでに地域創生学群で用

いられていた「地域活動力」をベースに「実践活動力」を開発した。また、学生の能力を、同じ

プロジェクトチームのメンバー、地域の方からの評価を通じ、多面的に評価する仕組みを構築し

た。それに加えて、学生たちの実践的な活動が、どの程度地域にインパクトをもたらしているの

かについて、市民調査を実施する機会も設けることができた。以上のように、学生の学修成果を

可視化し、学生の成長を促すための仕組みを構築できたことは、ＡＰ事業の大きな成果である。 

 ＡＰ事業が５年間から６年間に伸び、「高大接続改革事業」と展開されたことを受けて、本学が

行った取組が、「学生活動実績認定シート」の制作とテーマⅡ幹事校としての役割推進である。 

学生活動実績認定シートは、ＤＰポイント、留学経験、取得資格、実践活動の経験などを１枚

のシートに表示し、就職活動等に活用してもらう目的で制作された。制作にあたっては、各部局

に散在している情報をいかに集約するかが非常に困難な作業となった。しかし、各部局の積極的

な協力により、平成 29(2017)年度から試験発行を開始することができた。 

テーマⅡの幹事校業務については、ＡＰ事業テーマⅡの方向性を考える「あり方検討会議」や

「実務担当者会議」の運営、各大学のＡＰ事業の成果をまとめる報告書の作成、年度のＡＰ事業

の成果を報告するシンポジウムの開催など多岐にわたる業務を行ってきた。特にシンポジウムの

開催にあたっては、平成 29(2017)年度、30(2018)年度はテーマⅤとの共同で開催し、テーマⅤの

幹事校である日本福祉大学との協働が進められた。幹事校となったことで、積極的に他校のＡＰ

事業の推進に触れる機会が多かったことは、本学の事業推進にも、少なからず良い影響をもたら

してくれたのではないだろうか。 

以上のように、ＡＰ事業の採択を受けたことで、学修成果の可視化による教学マネジメントが

加速度的に進んだと言える。それにさらに大きな役割を果たしたのが、外部評価委員会である。

各年度末にＡＰ事業の評価をいただくこととで、本学の取組の良い点、改善点を的確に指摘して

いただいたことは、ＡＰ事業推進のみならず、本学の今後の教学マネジメントに対して大きな示

唆をいただいたと考える。 

 

４．３ 今後の課題 

 

ＡＰ事業は令和元(2019)年度をもって文部科学省の補助事業としては終了する。しかし、学生

の学修成果を最大化する試みは、今後も永続的に行っていかなければならない。そのためにも、

ＡＰ事業の推進において見えてきた課題を記しておきたい。 

まず、学生の「事前・事後学修時間」が伸びないことをどのように考えるかである。ＡＰ事業

としては「週 15時間」を目指したものの、目標達成には至らなかった。しかし、シラバス記載状

況の調査や、先駆的な大学の事例等から、シラバスにおいて事前・事後学修の方法を詳細にわた
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群、学科・学類で計画して実施する方式があったが、テーマは様々であった。ＡＰ事業採択後は、

ＡＰ事業としてＦＤ研修を実施する枠組を加えて、年に１度学修成果の可視化をテーマにこれま
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授業改善や教学マネジメントに関する講演などである。例年、ＡＰ事業自体の認知度や大学が目

指している方向性などを丁寧に各教員に説明、理解を得るように努めた。多くの教員が研修に参

加するようになり、ＡＰ事業で何を目指しているのかの一定の理解は進んだのではないかと考え

る。 

学内にＡＰ事業の周知を促進する手段として、「えいぴー通信」を発行した。平成 27(2015)年
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修行動調査の結果報告、シンポジウムの成果報告等を記事として取り上げ、教職員に周知してき
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度は高まっていったと考える。 
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学生の学修成果を可視化することは、学生自身の成長を促す一助になることにとどまらず、大
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った。その推進にあたっては、新たに「ＡＰ推進室」「ＡＰ運営委員会」を設置し、集中的専門的

に事業推進しつつ、全学的にオーソライズする組織を構築した。 

まずは、学生の学修がどの程度進んでいるのかを可視化するために、「ＤＰポイント」の開発を
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に身につけている状態を 100として、各科目のディプロマ・ポリシーの観点（①知識・理解、②

技能、③思考・判断・表現、④関心・意欲・態度）の重みづけと取得したＧＰＡのレベルから、

身につけた能力をポイントとして表示する仕組みである（令和元(2019)年度入学生より新カリキ

ュラムが施行されており、ここでは①知識、②技能、③思考・判断・表現、④コミュニケーショ

ン力、⑤自律的行動力の５つの観点が設定されている）。 

そのＤＰポイントを学生にフィードバックし、学修成果の確認と振り返りを促しつつ、その後

の学修計画に資するために構築したのが、「北九大教育ポートフォリオシステム」である。予算上、

既存のシステムである「mahara」をベースに、一部改修を行いながらシステム構築を進めた。Ｄ
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あとがき 

  

近年の少子化に伴う 18歳人口の減少やグローバル化、産業構造の高度化・知識集約化という現

象は、日本の大学全体に大きな教育改革を迫っています。社会、経済の変化に対応するために、

学生の主体的な学びによる学修時間の確保、それを前提とした課題発見・探求能力、実行力とい

った「社会人基礎力」や「基礎的汎用能力」などを有する人材を育成することが喫緊の課題とな

っております。本学においてもこうした課題を解決するために、“教育内容の充実”や“学生が

徹底して学ぶことのできる 環境の整備”を鋭意進めているところであります。 

文部科学省においても、学生の能力を 最大限に伸ばすため、これまで以上に教育内容を充実さ

せ、学生が徹底して学ぶことのできる環境を整備する目的で、平成 26 年度に「大学教育再生加

速プログラム」の公募を実施しました。公募の内容としては、当初「アクティブ・ラーニング」

（テーマⅠ）、「学修成果の可視化」（テーマⅡ）、入試改革・高大接続（テーマⅢ）が設定されま

した。本学は申請にあたり、 近藤倫明前学長のリーダーシップのもと、眞鍋和博地域創生学群長

を中心としたワーキング・グループを立ち上げ、本学における教育改革において何が必要で、ど

のテーマに申請することが本学の教育改革に効果的であるかについて議論を重ねました。 

議論の中では、本学の特徴でもある実践型教育に更なる磨きをかけるため、テーマⅠで申請す

ることも考えましたが、各種指標を用いながら本学における教学マネジメントの問題点を把握し、

その結果を基に教育内容・方法等を改善することが急務と考え、テーマⅡに申請することとしま 

した。何よりも教育課程を可視化することを通して、教育の質保証を実現することが重要である

との認識に至り、応募することとなりました。 

その結果、平成 26 年 8 月にテーマⅡでの採択通知をいただき、同年秋から本格的に本事業

の取組を開始しました。まず、学内での推進体制を整備する必要があるため、新たに「大学教育

再生加速プログラム推進室」（通称：ＡＰ推進室）を設置し、課題を確認しながら事業推進に向け

た議論（会議）を平成 26年度より 55回（令和元年 11月現在）開催してきました。この間の成果

として Admission Policy、Curriculum Policy、Diploma Policy 等の見直し、シラバスの改善、

北九大ポートフォリオシステムの開発、学生活動実績認定シートの開発、学生評価指標のモデル

構築等があげられます。特に AP補助事業をきっかけとして、14もあった DPを教育課程の可視化

に対応して５つに絞り、これをもとにカリキュラムマップ、同ツリーを作成し、全学レベルで重

要科目の見直しを行ったことは大きな成果となりました。また本学はテーマⅡの幹事校として、

「学修成果の可視化」あり方検討会議を設置して情報交換、シンポジウム開催、実績報告書やパ

ンフレットの発行などに取組みました。 

学生の主体的な学修、課題発見力・探究能力・実行力等の育成と、その検証および改善を通じ

た教育の質保証には、「学修成果の可視化」というプロセスが大変重要です。その意味も込めて、

本事業が６年間、格闘してきた教育プロセスの改善への取組が、全国の高等教育機関で教育改革

に携われている教職員の方々の一助になることを希望しております。どうぞ、ご一読の程よろし

くお願いいたします。 

北九州市立大学 大学教育再生加速プログラム運営委員会 

委員長（副学長） 柳井 雅人 

その助けになるであろう。一方で大学授業全体満足度は比較的高い値を示しているので、今一度

何が良い授業なのかについて議論をし、全学的にコンセンサスを得ながら、学生が自ら学修する

状況を適切に創り出す必要があると考える。 

ＤＰポイントについては、令和元(2019)年度からスタートした新カリキュラムに合わせたＤＰ

ポイントの設定が急がれる。また、それを有効に活用するためにも北九大教育ポートフォリオシ

ステムを今後学生にどのように使ってもらうのかについて検討を深める必要がある。現システム

では、学生個々人の学修成果のマネジメントは学生個人の「やる気」に大きく依存している。学

生の学修を促進するためには、大学側の関与が必要なのか、また必要であればどのような方法が

考えられるのか。また、学生個人に委ねるのであれば、どのようにそれを促進すべきなのかなど、

学内で議論を深める必要があるだろう。 

一方で、地域での実践活動を行う学生たちの学修成果の可視化についても、多面評価システム

の継続性など、今後の推進に対して注意を払う必要がある。仕組みを開発したものの、例年の評

価に対する手続きや作業が膨大になるのであれば、それは持続的とは言えない。いかに効率的に

運用していくのかについても検討が必要であろう。 

学生活動実績認定シートについても更なる検討が必要である。就職活動に資することを主目的

として開発されたが、激変する就職環境の中で今後も必要とされ続ける情報なのかどうかを慎重

に検討する必要があると考える。また、各種情報収集、発行手続きなど、個人的な記録ではなく、

大学として学生の活動や実績を認定して発行するシステムである以上、その正確性が求められる

のは言うまでもないだろう。 

 本学は、令和元(2019)年度からＩＲ室が発足、ＡＰ事業終了後の多くの機能をＩＲ室が引き継

ぐことになる見込みである。限られた予算、限られた人員でどこまでＡＰ事業が目指したことを

実質化できるかについては、予断を許さない。ＡＰ事業では、補助授業の予算を活用しながら学

内の推進組織として「ＡＰ推進室」を設置。教育に関する業務まで視野に入れる特任教員と、Ａ

Ｐ事業専任の事務局スタッフで構成されたこの組織は、本事業の推進には強力なエンジンとなっ

た。ＩＲ室においても体制構築というのは非常に大きな課題となるだろう。教学マネジメントの

第一義は学生の成長であるのは言うまでもない。形だけの仕事には決してならないように注意し、

持続可能な仕組みを模索し続けていく必要があるだろう。 
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北 九 州 市 立 大 学

学
長
　
松
尾
 太
加
志

学 修 行 動 調 査 、 実 施 し ま す よ ？

「
授
業
外
学
修
」と
い
う
も
の
を
知
っ
て
い
ま
す
か
？

学
修
行
動
調
査

「
学
び
」と
は
何
だ
ろ
う
。大
学
の
講
義
で
学
ん
だ
こ
と
？
そ
れ
と
も
試
験
勉
強
？
実
は
将
来
の
目
標
の
た
め
に
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
し
て
い
る
こ
と
や
、

ち
ょ
っ
と
興
味
が
あ
っ
て
自
発
的
に
調
べ
る
こ
と
、そ
ん
な
日
常
の
ア
ク
シ
ョ
ン
も「
学
び
」で
す
。そ
し
て
、そ
の
よ
う
な
学
び
の
こ
と
を「
授
業
外

学
修
」と
い
い
、講
義
や
試
験
勉
強
で
得
た
知
識
と
同
様
、未
来
の
あ
な
た
を
構
成
す
る
大
事
な
要
素
な
の
で
す
。

授
業
の
満
足
度
と
、1
週
間
あ
た
り
の
授
業
外
学
修
時
間
に
つ
い
て
皆
さ
ん
に「
学
修
行
動
調
査
」を
行
い
ま
す
。こ
れ
は

学
校
が
よ
り
よ
い
講
義
を
提
供
す
る
た
め
の
貴
重
な
参
考
資
料
と
な
り
ま
す
の
で
、ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

学
修
行
動
の
把
握
の
た
め
に

発
行
／
北
九
州
市
立
大
学
・
大
学
教
育
再
生
加
速
プ
ロ
グ
ラ
ム
推
進
室
　
ht
tp
:/
/a
p-
w
eb
.k
it
ak
yu
-u
.a
c.
jp
/　
E-
m
ai
l：
ap
ka
so
ku
@
ki
ta
ky
u-
u.
ac
.jp

学
修
行
動
調
査
の
TO
Pペ
ー
ジ

「
学
修
行
動
調
査
、実
施
し
ま
す
」

北
九
大
は「
大
学
教
育
再
生
加
速
プ
ロ
グ
ラ
ム（
A
P）
」の
テ
ー
マ
Ⅱ〈
学
修
成
果
の
可
視
化
〉に
取
り
組
ん
で
い
ま
す

A
P事
業
は
、質
の
高
い
大
学
教
育
を
実
現
す
る
た
め
、先
進
的
な
取
り
組
み
を
し
て
い
る
大
学
等
を
文
部
科
学
省
が
支
援

す
る
事
業
で
す
。北
九
大
は
A
P事
業
の
テ
ー
マ
Ⅱ「
学
修
成
果
の
可
視
化
」に
選
定
さ
れ
て
い
て
、「
学
修
行
動
調

査
」等
を
行
い
な
が
ら
教
育
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。今
後
も
大
学
内
に
お
け
る「
学
び
」の
質
の
向
上
と
、皆
さ

ん
が
自
ら
の
知
的
好
奇
心
を
探
求
出
来
る
環
境
整
備
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

ど
ん
な
も
の
が
授
業
外
学
修
時
間
に
な
る
の
？

Aさ
ん
の
場
合

外
国
語
学
部

英
米
学
科
2年

Bさ
ん
の
場
合

経
済
学
部

経
営
情
報
学
科
3年

Cさ
ん
の
場
合

地
域
創
生
学
群

地
域
創
生
学
類
4年

授
業
の
最
終
レ
ポ
ー
ト
と
し
て「
高
齢
化
社
会
に
お

け
る
課
題
」に
つ
い
て
提
出
す
る
こ
と
に
な
り
、こ
れ

ま
で
の
授
業
で
貰
っ
た
資
料
や
新
聞
記
事
・
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
で
現
状
を
調
べ
、自
分
が
問
題
と

考
え
る
事
に
つ
い
て
ま
と
め
ま
し
た
。

授
業
の
レ
ポ
ー
ト
作
成

以
下
は
、実
際
に
在
校
生
が
体
験
し
た
事
例
で
す
。こ
れ
ら
を
見
て
、自
分
の

生
活
の
中
で
何
が「
授
業
外
学
修
」に
な
る
の
か
、考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

授
業
外
学
修
の
例

授
業
の
予
習・
復
習
の
時
間

例
え
ば
･･
･ ・
グ
ル
ー
プ
発
表
の
た
め
の
資
料
収
集
や
打
ち
合
わ
せ

・
指
定
さ
れ
た
課
題
を
こ
な
す

・
講
義
で
使
う
文
献
を
図
書
館
で
読
む
　
な
ど

カ
テ
ゴ
リ
ー
A

カ
テ
ゴ
リ
ー
A
以
外
の
学
び
の
時
間

例
え
ば
･･
･ ・
教
員
が
指
定
す
る
文
献
以
外
の
本（
雑
誌
等
も
含
む
）を
読
む

・資
格
取
得
の
た
め
の
勉
強

・海
外
旅
行
に
行
く
た
め
に
英
語
の
読
み
書
き
を
勉
強
す
る
　
な
ど

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

学
生
ポ
ー
タ
ル
ロ
グ

イ
ン
時
に「
学
修
行

動
調
査
」
の
ア
ン

ケ
ー
ト
入
力
画
面
が

出
て
く
る（
右
図
参

照
）。

「
ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
す
る
」を
ク
リ
ッ
ク
。

「
平
成
30
年
度
　全
学
年
対
象
学
修
行
動
調
査
」の
実
施
に
つ
い
て

本
学
で
は
、平
成
29
年
度
よ
り
学
部
生
を
対
象
と
し
た
学
修
行
動
調
査
を
ウ
ェ
ブ
上
で
実
施
し
ま
す
。

こ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
は
本
学
学
生
の
学
修
に
関
す
る
状
況
を
把
握
し
、よ
り
よ
い
講
義
を
提
供
す
る
た
め
に

貴
重
な
参
考
資
料
と
な
る
も
の
で
す
。

ポ
ー
タ
ル
へ
の
ロ
グ
イ
ン
前
に
回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。回
答
時
間
は
1分
程
度
で
す
。ご
協
力
の
ほ
ど

よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答
中
に
ウ
ェ
ブ
ブ
ラ
ウ
ザ
の「
進
む
」「
戻
る
」「
更
新
」ボ
タ
ン
は
使
用
す
る
と
回
答
が

無
効
と
な
り
ま
す
。画
面
上
の
ボ
タ
ン
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答
す
る

回
答
画
面

1
2

ア
ン
ケ
ー
ト
に
回
答（
所
要
時
間
は
1分
程
度
） 。

3

【
入
力
方
法
に
つ
い
て
】

1

カ
テ
ゴ
リ
ー
A

経
済
学
部
で
一
緒
に
簿
記
論
の
授
業
を
受
け
て
い

る
友
人
が「
簿
記
検
定
を
受
け
る
」と
言
う
の
で
、自

分
も「
資
格
が
あ
れ
ば
就
職
の
時
に
有
利
か
な
」と

思
い
、チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
こ
と
に
。簿
記
検
定
３
級
の

テ
キ
ス
ト
を
購
入
し
、帰
宅
後
に
勉
強
し
て
い
ま
す
。

資
格
の
取
得

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

地
域
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
グ
ル
ー
プ
で

企
画
・
進
行
を
任
さ
れ
、本
で
調
べ
た
り
、先
輩
や

仲
間
に
ア
ド
バ
イ
ス
を
し
て
も
ら
い
な
が
ら「
子
ど

も
も
楽
し
め
る
レ
ク
レ
ー
シ
ョ
ン
ダ
ン
ス
」を
実
施

し
ま
し
た
。

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

3

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

2

❶
大
学
授
業
全
体
満
足
度
に
つ
い
て

大
学
の
授
業
全
体
の
満
足
度
は
ど
の
程
度
で
す
か
。

平
成
29
年
度
　
全
学
生
対
象
学
修
行
動
調
査（
情
報
入
力
）

平
成
29
年
度
の
状
況
を
表
す
選
択
肢
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

○
満
足

○
や
や
満
足

○
や
や
不
満

○
不
満
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経
済
学
部
 経
営
情
報
学
科
3年
 A
さ
ん
の
場
合

経
済
学
部
で
一
緒
に
簿
記
論
の
授
業
を
受
け
て
い
る

友
人
が「
簿
記
検
定
を
受
け
る
」と
言
う
の
で
、自
分

も「
資
格
が
あ
れ
ば
就
職
の
時
に
有
利
か
な
」と
思

い
、チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
こ
と
に
。簿
記
検
定
３
級
の
テ

キ
ス
ト
を
購
入
し
、帰
宅
後
に
勉
強
し
て
い
ま
す
。

資
格
に
挑
戦

経
済
学
部
 経
営
情
報
学
科
2年
 C
さ
ん
の
場
合

学
内
で
開
催
さ
れ
る「
夏
休
み
公
務
員
試
験
対
策

講
座
」の
チ
ラ
シ
を
見
て
、全
15
回
を
受
講
。公
務

員
試
験
と
自
分
の
未
来
像
を
イ
メ
ー
ジ
し
、次
に
何

に
取
り
組
む
べ
き
か
考
え
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

試
験
対
策
講
座
の
受
講

法
学
部
 法
律
学
科
2年
 D
さ
ん
の
場
合

大
学
と
自
宅
を
往
復
す
る
だ
け
の
毎
日
で
し
た
が
、

も
っ
と
視
野
を
広
げ
た
い
と
思
い
立
ち
、防
犯
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
に
参
加
。現
在
は
地
域
の
防
犯
活
動
や
小

学
校
で
の
教
育
活
動
に
取
り
組
ん
で
お
り
、学
部
を

超
え
た
仲
間
も
で
き
ま
し
た
。

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
へ
の
参
加

国
際
環
境
工
学
部
 建
築
デ
ザ
イ
ン
学
科
2年
 E
さ
ん
の
場
合

日
本
の
歴
史
的
建
造
物
に
興
味
が
あ
り
、夏
休
み
を

利
用
し
て
京
都
・
奈
良
に
行
く
こ
と
を
計
画
し
、ア
ル

バ
イ
ト
を
始
め
ま
し
た
。観
光
や
建
築
技
法
の
見
学

に
向
け
て
、帰
宅
後
の
予
習
や
準
備
が
楽
し
み
に

な
っ
て
い
ま
す
。

興
味
を
深
め
る

文
学
部
 比
較
文
化
学
科
2年
 F
さ
ん
の
場
合

英
米
文
学
の
授
業
で
ヘ
ミ
ン
グ
ウ
ェ
イ
の
作
品
を

初
め
て
知
り
ま
し
た
。テ
レ
ビ
で
も
彼
の
生
涯
を

扱
っ
た
番
組
を
興
味
深
く
視
聴
す
る
よ
う
に
。文
学

全
般
に
関
し
て
教
養
を
広
げ
る
き
っ
か
け
と
な
り
ま

し
た
。

教
養
を
広
げ
る

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

大
学
の
学
び
と
は

A
P

Ac
ce

le
ra

tio
n program for university education rebuild

in
g

「
高
校
と
大
学
の
違
い
っ
て
何
だ
ろ
う
？
」

？？
？

高
校
生

志
望
校
合
格

授
業
外
学
修
の
す
す
め

発
行
／
北
九
州
市
立
大
学
・
大
学
教
育
再
生
加
速
プ
ロ
グ
ラ
ム
推
進
室
　
ht
tp
:/
/a
p-
w
eb
.k
it
ak
yu
-u
.a
c.
jp
/　
E-
m
ai
l：
ap
ka
so
ku
@
ki
ta
ky
u-
u.
ac
.jp

北
九
大
は「
学
修
成
果
の
可
視
化
」に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
 ［大
学
教
育
再
生
加
速
プ
ロ
グ
ラ
ム（
Ａ
Ｐ
）テ
ー
マ
Ⅱ
］

A
P事
業
は
、質
の
高
い
大
学
教
育
を
実
現
す
る
た
め
、先
進
的
な
取
り
組
み
を
し
て
い
る
大
学
等
を
文
部
科
学
省
が
支
援
す
る
事
業
で
す
。北
九

大
は
A
P事
業
の
テ
ー
マ
Ⅱ「
学
修
成
果
の
可
視
化
」に
選
定
さ
れ
て
い
て
、「
学
修
行
動
調
査
」等
を
行
い
な
が
ら
教
育
改
善
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

今
後
も
大
学
内
に
お
け
る「
学
び
」の
質
の
向
上
と
、皆
さ
ん
が
自
ら
の
知
的
好
奇
心
を
探
求
出
来
る
環
境
整
備
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

授
業

・授
業
を
聞
い
て
ノ
ー
ト
を
取
る

・フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
等
の
野
外
調
査
や

　学
外
で
の
実
習

試
験

・授
業
で
学
ん
だ
知
識
を
理
解
し
た
上
で

　学
生
自
身
が
自
分
の
課
題
を
見
つ
け
、

　ク
リ
ア
す
る
た
め
の
も
の

教
材

・教
員
が
指
定
す
る
書
籍
や
、授
業
中
に

　配
布
す
る
レ
ジ
ュ
メ

・自
分
で
選
ん
だ
参
考
書

・学
校
の
掲
示
板
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
な
ど
、

　自
分
か
ら
探
し
に
行
か
な
け
れ
ば

　得
ら
れ
な
い

時
間
割

・学
び
た
い
授
業
を
自
分
で
選
び
、

　自
分
専
用
の
時
間
割
を
作
成
す
る

G
O
A
L

授
業

・授
業
を
聞
い
て
ノ
ー
ト
を
取
る

・教
室
で
の
座
学
が
ほ
と
ん
ど

試
験

・学
生
が
自
分
の
学
力
を
確
認
す
る

　た
め
の
も
の

教
材

・学
校
が
指
定
す
る
教
科
書
や
参
考
書

・先
生
が
用
意
す
る
プ
リ
ン
ト

情
報

情
報

・学
校
生
活
に
必
要
な
こ
と
は
、先
生
が

　朝
礼
や
終
礼
で
必
ず
教
え
て
く
れ
る

時
間
割

・学
校
が
時
間
割
を
決
め
、そ
れ
に

　し
た
が
っ
て
毎
日
授
業
を
受
け
る

G
O
A
L

大
学
生

会
計
学

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

授
業
外
学
修

カ
テ
ゴ
リ
ー
A
以
外
の
学
び
に
繋
が
る
行
動
事
例

自
分
の
た
め
に
、自
主
的
に
行
動
す
る「
学
び
」

建築

Example Exam
ple 

Exampl
e 

Ex
am

pl
e 

C
at
eg
or
y：
B

■
表
紙

■
裏
表
紙
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大
学
生
に
な
っ
た
今
が
学
び
の
チ
ャ
ン
ス
！

高
校
で
は
勉
強
の
内
容
や
、1
日
の
時
間
割
り
等「
い
つ
・
何
を
・
ど
う
学
ぶ
か
」は
学
校
に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
大
学
で
は「
自
分
だ
け
の
目
標
」を
設
定
し
、そ
こ
に
向
か
っ
て
自
分
が
何
を
す
る
か
、自
分
で
決
め
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

北
九
州
市
立
大
学
は
、あ
な
た
が「
な
り
た
い
自
分
」に
な
る
た
め
の
授
業
の
予
習・
復
習
や
、そ
れ
以
外
で
取
り
組
む
様
々
な
こ
と
も
一
種
の

「
学
び
」で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。そ
し
て
そ
れ
ら
を 「
授
業
以
外
の
学
び
＝
授
業
外
学
修
」と
呼
び
、授
業
で
の
学
修
と
同
じ

く
ら
い
重
要
な
学
び
と
捉
え
て
い
ま
す
。

ど
ん
な
も
の
が
授
業
外
学
修
時
間
に
な
る
の
？

　
　
は
授
業
の
た
め
の
予
習
、復
習
や
宿
題
な
ど
、授
業
に
直
接
関
連
す
る
学
び
を
行
う
時
間
。　
　
は
授
業
に
は
直
接
関
係
し
ま
せ
ん
が
、

将
来
の
た
め
に
様
々
な
知
識
や
経
験
を
得
る
な
ど
、あ
な
た
が
自
主
的
に
行
動
す
る
時
間
で
す
。

外
国
語
学
部
 英
米
学
科
2年
 A
さ
ん
の
場
合

授
業
の
最
終
レ
ポ
ー
ト
で「
高
齢
化
社
会
に
お
け

る
課
題
」に
つ
い
て
提
出
す
る
こ
と
に
な
り
、本
や

新
聞
記
事
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
で
現
状
を
調

べ
、自
分
が
考
え
る
問
題
点
を
ま
と
め
ま
し
た
。

授
業
の
レ
ポ
ー
ト
作
成

法
学
部
 政
策
科
学
科
2年
  B
さ
ん
の
場
合

シ
ラ
バ
ス
に「
授
業
ま
で
に
テ
キ
ス
ト
を
20
ペ
ー

ジ
読
ん
で
お
く
こ
と
」と
指
定
が
あ
っ
た
の
で
、前

夜
と
通
学
電
車
内
で
2
度
読
み
込
み
ま
し
た
。事

前
準
備
の
お
か
げ
で
、授
業
の
内
容
が
す
ん
な
り

と
入
っ
て
き
ま
し
た
。

授
業
の
準
備

外
国
語
学
部
 中
国
学
科
3年
 C
さ
ん
の
場
合

中
国
語
で
書
か
れ
た
文
献
の
一
部
を
日
本
語
に
訳

す
宿
題
が
割
り
振
ら
れ
ま
し
た
。翌
日
の
午
後
は
授

業
が
な
か
っ
た
の
で
、じ
っ
く
り
図
書
館
で
調
べ
、理

解
を
深
め
な
が
ら
宿
題
を
終
わ
ら
せ
ま
し
た
。

課
題
に
取
り
組
む

文
学
部
 人
間
関
係
学
科
4年
 D
さ
ん
の
場
合

心
理
学
の
演
習
で
、心
理
療
法
に
つ
い
て
発
表
す

る
よ
う
指
名
さ
れ
た
た
め
、本
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

で
調
べ「
箱
庭
療
法
」を
テ
ー
マ
に
選
び
ま
し
た
。

授
業
の
空
き
時
間
を
使
っ
て
説
明
文
や
写
真
を
ま

と
め
、発
表
用
の
ス
ラ
イ
ド
を
作
成
し
ま
し
た
。

発
表
の
準
備

地
域
創
生
学
群
 地
域
創
生
学
類
 2
年
 E
さ
ん
の
場
合

授
業
で「
シ
ニ
ア
向
け
健
康
づ
く
り
講
座
」と
い
う
地

域
活
動
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
し
、活
動
後
は
発
見

や
反
省
点
を
レ
ポ
ー
ト
に
ま
と
め
、振
り
返
り
を
行
い

ま
し
た
。先
生
か
ら
も
助
言
を
得
な
が
ら
、次
の
活
動

に
活
か
す
こ
と
が
で
き
て
い
ま
す
。

事
後
レ
ポ
ー
ト
の
作
成

カ
テ
ゴ
リ
ー
A

A
B

カ
テ
ゴ
リ
ー
B

そ
の
内
容
は
、大
き
く

に
分
け
ら
れ
ま
す
。

大
学
で
学
べ
る
こ
と
、経
験
出
来
る
こ
と
は
高
校
よ
り
も
広
い
。

あ
な
た
は
、ど
ん
な
自
分
を
目
指
し
ま
す
か
？

自
分
だ
け
の

目
標
を
持
と
う

今
こ
ん
な
こ
と
を
や
り
た
い
、将
来
こ
ん
な
自
分
に
な
り

た
い
と
い
う
思
い
を
実
現
す
る
た
め
に
行
動
す
る
チ
ャ
ン
ス

が
、大
学
生
活
の
中
に
は
た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
。

も
ち
ろ
ん
、自
由
が
増
え
る
代
わ
り
に
責
任
も
増
え
ま
す
。決
め
ら
れ
た

期
限
や
ル
ー
ル
を
把
握
し
、守
る
こ
と
を
怠
っ
て
生
じ
た
リ
ス
ク
は
自
分

自
身
で
負
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。積
極
的
に
情
報
を
収
集
し
、そ
の

中
か
ら
自
分
に
必
要
な
情
報
を
取
捨
選
択
し
て
い
く
こ
と
、そ
し
て
行
動

へ
と
繋
げ
る
と
い
う
一
連
の
流
れ
を
大
学
生
活
の
中
で
身
に
つ
け
て

い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

01 E
x
a
m

ple Exam

pl
e
 E
x
a
m

p l
e  Exam

ple
 

02 E
x
a
m

ple Exam

pl
e
 E
x
a
m

p l
e  Exam

ple
 

一
般
マ
ナ
ー
を
身
に
つ
け
る
た
め
に

「
秘
書
検
定
」の
勉
強
を
し
て
試
験

を
受
け
る

03 E
x
a
m

ple Exam

pl
e
 E
x
a
m

p l
e  Exam

ple
 

社
会
勉
強
の
１
つ
と
し
て
接
客
の

ア
ル
バ
イ
ト
を
す
る

04 E
x
a
m

ple Exam

pl
e
 E
x
a
m

p l
e  Exam

ple
 

誰
か
の
た
め
に
な
る
こ
と
を
し
た
い

の
で
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
サ
ー
ク
ル
に

入
る

05 E
x
a
m

ple Exam

pl
e
 E
x
a
m

p l
e  Exam

ple
 

韓
国
旅
行
に
行
き
た
い
の
で

テ
レ
ビ
の
韓
国
語
講
座
を
見
る

한 글

単
位
取
得
の
試
験
を
ク
リ
ア

す
る
た
め
に
、図
書

館
で
関
連
書
籍
を

探
し
て
ノ
ー
ト
に

ま
と
め
る

カ
テ
ゴ
リ
ー
A

授
業
外
学
修

授
業
と
直
接
紐
付
く
学
び
の
行
動
事
例

授
業
の
予
習
・
復
習
の
時
間

Example Exam
ple 

Exa
mp

le
 E
xa
m
pl
e 

Ca
te
go
ry
：
A

■
p0
3

■
p0
2
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下記の学修成果や活動実績について認定する。

（学籍番号）

（所属） 地域創生学群地域創生学類通常枠

（氏名） 北九州　太郎

区分 活動期間・取得（合格）日 内容／備考

ポイント

知識 ・ 理解 106

技能 104

思考 ・ 判断 ・ 表現 98

関心 ・ 意欲 ・ 態度 103

環境ＥＳＤ 2018年度 １学期

ＧＥＰ 2018年度 2学期

2018/12/9

2017/11/20

2018/11/24

2019/12/4

留学・
語学研修等

2018年4月～8月

2017年度 １学期

2017年度 2学期

2019年度 1学期

2018/2

インターン
シップ

2019年4月～5月

2020年2月3日    

北九州市立大学　学長　　松尾　太加志

保育士

医療、福祉 就業体験型

北九州市立大学
派遣留学

カナダ（バンクーバーアイランド大学）

特記事項 北九州市立大学
地域創生フォーラム

優れた地域活動を行った実習・ゼミを表彰する「地域活動賞」を
受賞

北九州市立大学
地域創生フォーラム

2019/2 優れた地域活動を行った実習・ゼミを表彰する「地域活動賞」を
受賞

実践型
教育活動

「子どもの学び」支援
プロジェクトでの地域活動

子どもの学びを支援する活動（放課後学習・未就学児支援など）
を通じて、子どもを中心とした社会のあり方について学ぶ。

「子どもの学び」支援
プロジェクトでの地域活動

子どもの学びを支援する活動（放課後学習・未就学児支援など）
を通じて、子どもを中心とした社会のあり方について学ぶ。

チャレンジプログラム GOB Incubation partners(株)にて、ビジネスコンサルティングや企
業向けWS、イベント運営、同社内の起業プラットホームの推進活
動に従事。

副専攻等 副専攻「環境ESDプログラム」を履修し、環境に関する地域社会の
取り組みや、自然と人との関わりについて学修（別途修了証あり）

副専攻「GEP」を履修し、グローバル関連科目およびインターン
シップ活動等の全課程を修了（別途修了証あり）

TOEIC 650取得資格・
試験 日商簿記検定３級

取得見込中学校教諭一種免状（社会）

建築整備士（受験資格） 要実務経験２年以上

一級建築士（受験資格）

宅地建物取引士資格試験

学生活動実績認定シート

2015123456

項目

ＤＰポイント ＤＰポイント 2019/9/19
 （3年1学期終了時）

※本学学生が卒業時に身に

つけているべき標

準的な能力（DP）を100

とする。

※ESD（Education for

Sustainable Development)

※GEP(Global

Education Program)

※本学が企業・官公庁と連携して実施する就業型インターン

シップ

資料 5− 8





文部科学省 大学教育再生加速プログラム（ＡＰ）

事業報告書
平成26年度～令和元年度

学修成果の可視化


